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Abstract  

This study investigated the clinical pathology of two occupational diseases, hand-arm vibration syndrome and silicosis, 

from historical and social perspectives. The focus is Mr. A (1920–2005), a Korean forced laborer in Japan conscripted to 

work at the Nakatatsu Mine during wartime, who continued underground labor post-war.  

After 56 years of rock drilling as a tunnel miner, Mr. A presented in 1998 with severe secondary Raynaud’s phenomenon 

(Stockholm Stage 4) and silicosis (small rounded opacities from Category 1/1, p/p). His condition was recognized as an 

occupational injury following our intervention. Prompted by these findings, this study reviews the historical evolution of 

occupational diseases using primary sources. Regarding vibration disorder, preventive advances have been evaluated 

since the 1960s, alongside our clinical experience with 277 patients. For silicosis, proceedings from the 1st (1930, 

Johannesburg), 2nd (1938, Geneva), and 3rd (1950, Sydney) ILO Conferences were analyzed. From a medical history 

perspective, this paper elucidates how political interests, such as compensation restrictions, have shaped the clinical 

definitions of “acute silicosis” and X-ray findings. Furthermore, it has been revealed that the pre-war research of 

Ishikawa Chifuku, a leading expert in silicosis research, was influenced by international standards.  

Additionally, the study addresses phenomena during Mr. A’s later-life dementia, such as “reversion to the first learned 

language” and his refusal to use an assumed name, signing his real name when filing for compensation. These actions 

reflect a work environment in which specific ethnic groups were assigned to hazardous labor and the unresolved trauma 

of wartime conscription. Signing his real name served as an assertion of dignity in the face of state control.  

This study underscores the importance of historical interpretation grounded in medical evidence, emphasizing the duty of 

occupational medicine to consider both the historical backgrounds of diseases and the lifelong suffering of the victims. 
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抄録 

本研究は、21 歳時に戦時体制下の福井県中竜鉱山へ動員され、戦後も長期にわたり坑内労働に従事した在日

朝鮮人労働者 A 氏（1920〜2005 年）の症例を通じ、手腕振動症候群（振動障害）と珪肺（じん肺）という

二大職業病の臨床病態を、歴史的・社会的文脈から包括的に検証した症例報告および文献考察である。 

A 氏は計 56 年間に及ぶ削岩機等の振動工具を使用する坑内労働を経て、1998 年当院初診時に、両手指およ

び両足趾に及ぶ最重症の二次性レイノー現象（ストックホルムワークショップスケール ステージ 4）と、遊

離珪酸粉じんの慢性吸入に起因する珪肺（管理 2）を呈していた。当院の介入により、これらは労災保険法

に基づく業務上疾病（振動障害およびじん肺）として認定され、療養を継続したが、晩年に認知症を発症し

高齢者施設で死去した。 

戦前・戦後の鉱山における乾式削岩機等の手持ち型振動工具は、防振・防塵対策の欠如した劣悪な坑内環境

下において、高濃度粉じんの飛散と極めて高い振動加速度（周波数）を発生させ、労働者に不可逆的な肺線

維症や末梢循環・神経・運動器障害を必然的にもたらす構造的欠陥を有していた。本稿では A 氏の臨床知見

を契機として、国内外の一次史料等に基づき両疾患の歴史的変遷をレビューした。振動障害においては、

1960 年代以降の予防対策の進展と当院における 277 例の臨床経験を対比検証した。珪肺においては、国際労

働機関（ILO）が主催した第 1 回（1930 年ヨハネスブルク）、第 2 回（1938 年ジュネーブ）、第 3 回

（1950 年シドニー）の国際会議議事録を詳細に検討した。その結果、「急性珪肺」や胸部 X 線像の臨床的定

義が、産業保護や補償範囲の限定という政治的・行政的利害によって規定されてきた歴史を解明し、戦前に

おける石川知福らの先駆的研究がこれら国際基準に強い影響を受けていた実態を明らかにした。また、石川

らの報告から、我が国の戦前・戦中の粉じん職場において急性珪肺ないし急進型珪肺が実在していたことを

確認し、当時の労働環境がもたらした医学的帰結を述べた。 

さらに社会医学的考察として、A 氏が晩年の認知症発症過程で呈した、断片的なハングルによる発語（母語

回帰現象）や、生前一貫して通名を拒み、労災申請時に初めて本名を自署した事実に注目した。これらは、

特定の民族集団が危険な坑内作業に優先配置された構造的差別と、戦時動員という未解決の歴史的トラウマ

が終生潜在し続けた結果である。公的手続きにおける本名署名は、過酷な国家管理の体制に対し、自らの人

格的尊厳とアイデンティティを最後まで守ろうとした無言の意思表示であったと解釈される。 

本研究は、医学的エビデンスに基づいた歴史解釈の重要性を提示するとともに、産業医学の果たすべき役割

として、職業性疾患の臨床病態の解明にとどまらず、その歴史的背景や被災者が抱えてきた生涯の実存的な

苦悩にまで眼差しを向ける必要性を強調するものである。 

キーワード 朝鮮人強制労働 中竜鉱山 じん肺 珪肺 手腕振動障害 レイノー現象 母語回帰 
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第１章 緒言  

産業医学および労働衛生学において、職業性疾患の評価は単に局所的な身体障害の把握にとどまらず、その

労働者が置かれていた作業環境、労働形態、そしてそれらを規定した歴史的・社会的背景を包括的に検証す

ることで初めてその全容が解明される。特に、20 世紀前半の戦時経済体制下における軍需物資の増産は、炭

鉱や鉱山において過酷な労働環境を現出させ、多くの労働者に深刻な身体的・精神的傷痕を残した 1-3。しか

し、当時の労働衛生実態は、公的記録の散逸や政治的・歴史的要因により、医学的視点から十分に検証され

てきたとは言い難い。本論文は、福井県の中竜鉱山に戦時動員され、戦後も長期にわたり坑内労働に従事し

た朝鮮人労働者 A 氏（1920〜2005 年）の症例を通じ、手腕振動症候群（Hand-Arm Vibration Syndrome：

HAVS）4 と珪肺（silicosis）5 という二大職業病の臨床病態を歴史的文脈から再考するものである。 

手持ち型振動工具の長期的使用によって引き起こされる手腕振動症候群(日本では振動障害と呼称される)

は、血管系、神経系、および筋肉・骨格系の複合的な障害をもたらす職業性疾患である。その代表的病像で

あるレイノー現象（Raynaud's phenomenon：RP）6 は、振動白指（Vibration-induced White Finger：VWF）とも

呼ばれ、寒冷ばく露や精神的ストレスをトリガーとする局所血管の痙攣、すなわち二次性レイノー現象とし

て現れる 7。本疾患の病因には、機械的剪断応力による血管内皮障害や交感神経系の過緊張が関与しており、

重症例では生活の質（QOL）を著しく低下させる 8。 

一方、硬質岩石の穿孔作業に伴い発生する微細な遊離二酸化ケイ素（シリカ）の吸入は、肺胞マクロファー

ジの持続的炎症と線維化を引き起こし、不可逆的な肺線維症である珪肺を発症させる 9。特に急性珪肺につい

ては、その病態自体が 1930 年代の国際労働機関(ILO)主催の国際会議において厳しく議論されてきた 10-12。

これら二つの疾患、特に珪肺とそれに合併する肺結核は、近代日本の産業発展、特に国家主導の鉱山開発の

陰で、多くの坑内労働者の身体を蝕んできた歴史がある 2。 

中竜鉱山は、戦時下において海軍管理工場に指定され、亜鉛および鉛の極めて重要な増産拠点であった

13,14。兵力動員に伴う国内の深刻な労働力不足を補うため、国家は「募集」「官斡旋」「国民徴用」と段階

的に強制性を強めながら、多大な朝鮮人労働力を産業現場へ投入した 15。A 氏もまた、1941 年に 21 歳で渡

日を余儀なくされ、筑豊炭鉱、山口のトンネル工事を経て、1943 年から終戦に至るまで中竜鉱山での過酷な

労務に従事した。当時導入されていた削岩機は、激しい振動と大量の粉じんを作業者にもたらした 2,16。さ

らに、言語障壁による意思疎通の不全は、労働災害のリスクを高めていた。戦前・戦中の産業衛生界におい

て、これらの症状に対する医学的関与は限定的であり、労働者たちの苦痛は半ば放置されていた。A 氏は戦

後も日本に留まり、計 56 年間に及ぶ坑内労働の末、総振動ばく露時間は約 7 万時間に達した。1998 年の当

院受診時、A 氏は両手のみならず両足にまで及ぶ最重症のレイノー現象であり、ストックホルムワークショ

ップスケール（Stockholm Workshop Scale）17 でステージ 4 を呈した。手を介した振動が中枢・自律神経系を
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介して下肢の末梢血管攣縮を誘発した病態である。同時に珪肺（管理 2）の診断が下された。さらに特筆す

べきは、晩年に認知症が進行する過程で、日常生活においてハングルを発話するようになり、「母語回帰」

(reversion to the first learned language)というべき現象が観察された点である 18。これは、通名使用を拒み、労

災申請時に初めて本名で署名した A 氏の生き様と深く結びついており、戦時動員という構造的暴力がもたら

した精神的外傷（psychological trauma）が、終生にわたり潜在し続けたことを示唆している。 

これまで、戦時動員労働に関する歴史学的あるいは社会学的研究や、珪肺に関する医学的研究は、それぞれ

個別の領域で蓄積されてきた。しかし、一人の労働者の生涯に刻まれた身体的障害と精神的トラウマを、歴

史軸に結合して捉えた試みは稀である。本論文において、A 氏という具体的な一症例の臨床知見を掘り下

げ、文献的考察を加えることで、産業医学が果たすべき役割として、職業性疾患の歴史的背景や被災者の実

存的苦痛にまで眼差しを向けることの重要性を提示したい。 

第 2 章 症例提示 

A 氏は 21 歳で朝鮮より戦時中に動員されて、福岡県筑豊炭鉱から山口県内のトンネル工事、福井県大野郡の

中竜鉱山に移動してきた（図 2.1）。戦後も日本に留まり、職業病である振動障害（手腕振動症候群）、じん

肺（珪肺）の認定を受けた。60 年にわたる、A 氏のライフヒストリーを提示する。A 氏の言葉は、「 」で

示し、すべて医療記録から抜粋した。尚、本論文は、「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針」（厚生労働省）を遵守した。本症例の病態における累積暴露リスクを歴史的・科学的に評価・検証す

るため、戦時下における労務の時期、労働環境、および移動経歴については、事実に基づき時系列を明記し

た。また、個人情報の保護の観点から、氏名は A 氏、B 氏、C 氏と匿名化し、特定の個人が容易に特定され

ないよう、本質的な病態・労務論証に関わらない周辺情報については配慮を行っている。 

図 2.1 A 氏の戦時動員の足跡 Figure 2.1 The Route of Mr. A’s Wartime Mobilization 

 

A 氏は、1941 年（21 歳）慶尚北道から福岡県筑豊炭鉱に戦時動員された。1942 年（22 歳）山口県内のダムトンネル工事で坑夫として

働いた。1943 年（23 歳）福井県中竜鉱山に移動した。この地図は、国土地理院発行の白地図を基に著者作成。 
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2.1 戦時動員の経過  

A 氏は、1941 年（21 歳）に慶尚北道から福岡県筑豊炭鉱に戦時労務動員された。1941 年度に労務動員、計

画等により日本内地に配置された朝鮮人数は、計画数が 81,000 人であった。しかし、実受け入れ人数は

53,492 人であった 15。A 氏の実家は農家であるが、父はすでに死亡していた。日本に来る前、朝鮮では炭鉱

で働いていた。慶尚北道には、聞慶（ムンギョン）炭鉱などの無煙炭鉱がいくつかあったが、どの炭鉱かは

わからない 19,20。 

戦中期の朝鮮の炭鉱業は、機械化が難しく低賃金な労働集約型経営であり、半農半労の激しい労働移動を前

提としていた。戦時下の労働力不足に対し政府は官斡旋等の統制を強めたが、柔軟性を欠き減産を招いた。

さらに鉱夫の青少年化や勤続年数の短期化により労働力の質が低下し、熟練鉱夫の形成が制限された。その

ため、炭鉱経営は日本人社員が管理者、一部の日本人鉱夫を現場に配置し朝鮮人を指揮する構造となった。 

朝鮮半島南部を代表する聞慶炭鉱は 1940 年当時、鉱夫数は 590 人であったが、鑿岩機、ドリル、ピックな

どの機械保有台数はゼロであった。つまり手掘りで削岩していた。聞慶炭鉱の鉱夫の賃金は低い方であり、

また炭鉱間を移動する率も、月間 15%と高かった。また鉱夫に負債が生じると逃亡することも多かったとさ

れる 19,20。 

当初 A 氏は、筑豊炭鉱で坑内夫として削岩機で削孔作業をしていた。診療録には、「この山には 300 人程の

人がいたが、あまりにひどくて逃げ出した。同じ村から 6 人で来たのに、一度も顔を見ることがなかった」

との記述がある。筑豊炭鉱は戦前・戦中期の日本産業を支える基幹炭田として発展し、軍需拡大と労働動員

のもと地域社会に大きな影響を及ぼした。福岡県には朝鮮人が動員された炭鉱数が 112 あり、北海道の約 2

倍にあたり全国最多であった 3。 

1942 年（22 歳）、山口県宇部のトンネル工事で坑夫として働いた。そこでの状況について、「トンネルは

手堀のみで大変だった」、「一カ所に長くいると危ないと思って、他の３人と一緒に逃げた」と記録されて

いる。 

1943 年（23 歳）の記録には、「Y さんに誘われて、中竜に来た。スタンド式の削岩機で削孔したが、騒音と

粉じんがひどかった。1 か月間で 25 日働き、削孔している時間は 1 日 5 時間であった。朝鮮人は 100 人ほど

いた」とある。その後、1945 年（25 歳）の終戦後も日本に在留することになるがその理由はわからない。

削孔している実時間が 1 日当たり 5 時間というのは、戦後の鉱山労働と比較すると厳しい労働実態であるこ

とがわかる 16。 

戦後の 1946 年（26 歳）からは、主としてトンネル工事の坑夫として、削岩機、ピックなどの振動工具を使

用した。現場は、福井県の他、群馬県、滋賀県、新潟県など 17 か所に及び、1998 年（77 歳）まで、50 年間

働き 1950 年代に結婚した。 
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2004 年、A 氏が認知症になった時に、じん肺で認定され当院に一緒に通院していた B 氏（自分自身も戦中に

炭坑で労働）から話を聞いた。B 氏は、「A さんは恨みが最も強かった人（戦中のこと）、このままでは殺

されると思って（筑豊炭鉱のこと）、中竜に潜り込んで仕事をした、と聞いている」と私に証言した。 

2.2 受診までの症状経過 

1966 年（46 歳）頃、過酷な坑内労働を継続する中で末梢循環障害および神経障害の症状が増悪してきた。

本人の記録には「寒い時期の仕事は手足が冷たく、仕事を始めてから 2 時間くらいは感覚がない。手の指も

曲がったままで、伸びない」とあるが、当時はこれが職業性疾患であるという認識はなく、労働に伴う不可

避な身体負担として看過されていた。 

1978 年（58 歳）時に従事したダムのトンネル工事においては「騒音やほこりがひどかった」と記録されて

おり、この時期も依然として激しい騒音かつ高濃度のシリカ粉じん環境下に置かれていたことが裏付けられ

ている。さらに 1980 年（60 歳）には、「ピックによる削岩で、体が疲れ、手や腕がとてもだるかった」と

あり、手持ち型振動工具であるピックの使用による局所および全身への累積的な機械的負荷が深刻化してい

た。 

1988 年（68 歳）頃からは、不可逆的な病態の進行が顕著となった。「指先のしびれや痛みがひどくなり、

耳鳴りも強く、痰も出て本当に毎日苦しい日々だった」との記述があり、長年の振動ばく露による末梢神経

障害（頑固な痺れ・疼痛）や騒音ばく露による内耳障害（耳鳴り）に加え、吸入されたシリカ粉じんによる

慢性気道炎症および肺線維化（珪肺）に伴う呼吸器症状が重層的に発現していたことが示される。 

1993 年（72 歳）頃、末梢血管の発作的虚血症状として「指が白くなる（レイノー現象）」のを自覚するに

至った。本人はこの時期を振り返り、「ただがむしゃらに働いて来たので、急に体が衰えているのに気づい

た」と述懐している。 

1998 年（77 歳）、手の運動機能障害が深刻化し、「手が思うように動かず仕事は無理だ」と自覚する中、

自身の身体症状を初めて他者へ吐露した。同年、知人の紹介により当院を初診することとなる。当時の記録

には「毎朝手を水に漬けると、白ろう（レイノー現象）が出たのでポラロイド写真を撮った」とあり、寒冷

によって誘発される典型的な二次性レイノー現象としての振動白指の臨床像が写真記録という形でも捉えら

れていた。 

2.3 受診後から死亡までの経過 

1998 年（77 歳）、精密検査を求めて当院に来院した。持参したポラロイドカメラによる写真では、レイノ

ー現象が両手の第 2 指〜第 4 指、両足の足背から足趾にかけて認められる(図 2.2)。A 氏は、中竜鉱山での労
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務を含め、合計 56 年にわたり削岩機やピックなどを使用したが、その総ばく露時間は約 69,750 時間であっ

た。振動障害にかかわる精密検査と詳細な鑑別診断を行った。 

図２.2 A 氏のレイノー現象  

Figure 2.2 Polaroid Image Documenting Mr. A’s Raynaud’s Phenomenon 

 

ポラロイドカメラによる写真のためやや不鮮明であるが、レイノー現象が両手の第 2 指〜第 4 指、両足の足背から足趾にかけて認めら

れる。境界は比較的明瞭である。 

振動障害検査所見では、末梢循環障害が常温下、及び 10 分間の冷水(10℃)浸漬負荷で中等度ないし高度の異

常が認められる。末梢神経障害は常温下、冷水負荷で高度の異常を認める。これらに左右差は認められな

い。上肢の運動機能障害、手指の巧緻性障害を認める。頚椎レントゲン写真及び MRI で頚椎症はあるが軽度

であり、本例の症状はこれでは説明できない。胸郭出口症候群を疑わせる所見もなく、腕神経叢由来とも考

えられない。関節リウマチや強皮症などの膠原病診断基準は満たさず否定的である。閉塞性動脈硬化症、閉

塞性血栓血管炎も否定的である。結核等の関節障害も認めない。手根管と肘部管でティネル徴候陽性である

が、その他の所見は陰性で絞扼性神経障害はあっても軽度である。絞扼性神経障害自体は振動障害の合併症

としてよくみられる。一方糖尿病など代謝性ニューロパチーは認められない。 

以上より、 A 氏の症状は長年の振動工具使用による振動障害と診断し、労災診断票が作成され、当該労働基

準監督署に提出した。その結果、労働災害として認定され、当院において療養が開始された。治療内容は、

温熱理学療法、運動療法、薬物療法（beraprost, amlodipine, alprostadil）であった。喫煙歴は 60 歳代の 10 年

間（1 日 10 本程度）のみで、飲酒は日本酒 1 合とビール 2 本であった。労災認定前の給与は、月 21 万円で

あった。2000 年（79 歳）、不眠と食欲低下があってうつ状態と診断され、睡眠剤と抗うつ剤（brotizolam, 

maprotiline）が処方された。2002 年、咳、痰、息切れ（Hugh-Jones の分類ではⅢ度）を認めた。胸部レント

ゲン写真で、両肺野にじん肺による粒状影が少数あるが、じん肺による大陰影は認めなかった。胸部 CT で

は、肺門リンパ節の腫大と一部石灰化、上葉優位に小粒状影が両肺野に広がっており、珪肺に合致する所見

であった。肺癌、肺結核は認めなかった。肺機能は、１秒率が 73.4％、％肺活量は 102％であった。動脈血
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ガス分析では、pH7.425、PCO2 38.7torr、PO2 76.7torr、O2SAT 95.3%であった。喀痰は一部が膿性痰であり、

細菌培養で緑膿菌や肺炎桿菌のコロニゼーションは認めたが、この時点では続発性気管支炎の要件は満たさ

なかった。当該労働局にじん肺の管理区分申請を行い、管理２（小粒状影 1 型、著しい呼吸機能障害なし)と

決定された 5。 

2004 年（83 歳）頃より、「眠れない、言葉がうまく出てこない」との愁訴があった。妻に強い口調で話す

が、妻もその内容を理解できないことがあった。A 氏は、隣家の前で大声を出し徘徊を疑う行動もあって、

家人も目が離せない状態になった。頭部 CT では年齢相応の萎縮はあるが、特記すべき所見はなかった。精

神科を紹介して通院するようになった。その後、日本語での会話が困難になるにつれ、断片的に母語（ハン

グル）が混じる「母語回帰」の現象が見られた。しかし、A 氏の片言のハングルを理解できる人は周りには

いなかった。2005 年（84 歳）に労災は症状固定となり、介護施設へ入所した後に逝去した。 A 氏は生前、

「うらみの気持ち」を抱き続け、日常生活では日本名（通名）を記すことを拒んでいた。しかし、1998 年の

労災申請にかかわる労働基準監督署の聞き取り調査において、初めて自らの本名を署名したとのことであっ

た。 

第３章 中竜鉱山と戦時徴用 

3.1 朝鮮半島から日本への労働力動員における三段階 

図 3.1 に日本国内における朝鮮人人口の推移を示す。1910 年の朝鮮併合から法的には日本への移住が自由に

なった。その後の農村の生活秩序の崩壊による潜在失業者の激増や、1914 年第一次世界大戦後に膨張した日

本経済の低賃金労働力に対する要求などが、朝鮮人の日本内地居住を激増させた。1920 年から 1938 年まで

は、三・一独立運動の影響と世界経済恐慌の余波による景気低調などにより、移住制限と調節の政策を反復

した期間であった。この間の移住の特色は計画的な家族的移住よりも出稼ぎ的な往来が多く、男性の働き盛

りの人口が主になっていった。 

戦局の推移と帝国法制の強化に伴い、朝鮮人労働者の日本への動員が組織化されていった。1939 年からは企

業が現地で直接手配した「募集」、1942 年からは行政と朝鮮総督府が連携して割り当てを行った「官斡

旋」、そして 1944 年からは国民徴用令の全面適用による「徴用」という三つの段階を経て増加していった。

特に、戦時下の国家総動員計画のもとで法的強制力は高まり、炭鉱や金属鉱山、軍事土木などの重労働部門

へ数十万人規模の労働力が計画的かつ組織的に配分されるに至った 15,20,21。1944 年には、日本国内朝鮮人

の人口は急激に膨脹し約 200 万人のピークに達した。 

終戦直後の集団引き揚げによる激減を経て、1950 年の国勢調査では日本に 464,147 人が記録されている。そ

の後は定着が進み、北朝鮮への帰還事業を除けば、社会増減はほぼ消失し自然増主体の緩やかな増加傾向へ

転じた 22。 
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図 3.1 日本における朝鮮人人口の推移 (1882–1970)  

Figure 3.1 Changes in the Korean Population in Japan (1882–1970) 

 

引用文献[22](金正根 在日朝鮮人の人口学的研究 民族衛生，第 37 巻 第 4 号 1970 年)より一部修正して作図した。 

3.2 動員体制の三段階 

朝鮮人労働力の組織的動員が本格化したのは、1938 年（昭和 13 年）の国民徴用令および国家総動員法の制

定以降である。しかし、実際の運用においては、以下の三つのフェーズが存在した 15,21,23。 

第一段階である「募集」は、1939 年 9 月から 1942 年 1 月まで継続された。この段階では、民間企業が朝鮮

総督府の許可を得た上で、自社の募集員を半島各地に派遣し、直接契約を結ぶ形式をとった。建前上は自由

契約であったが、実態としては賃金、住宅、教育に関連した虚偽または過大な喧伝が行われ、困窮する農村

部から労働者を誘い出す欺瞞的側面が強かったとされる 3,24。募集員は現地の有力者や警察と密接に連携

し、目標人数を達成するために強硬な手段を用いることも稀ではなかったという。A 氏もこの時期、同じ村

の 6 人とともに、日本に来たことになるが、どのような事情と思いで来たのか、「（筑豊炭鉱が）あまりに

ひどい、長くいると危ない」と思った労務と生活の実際はどうだったのか、今となっては知る由もないが、

寡黙な A 氏は何も語らなかった。 

第二段階の「官斡旋」は、1942 年 2 月から 1944 年 8 月まで実施された。戦局の悪化に伴い、民間企業によ

る個別の募集では労働力の確保が困難となったため、行政機関（朝鮮総督府および地方行政単位）が直接介

入し、企業への配分を主導した。朝鮮労働協会などの公的組織が介在し、行政目標としての「供出」に近い

形での動員が行われた。この時期、個人の自由意思は事実上封殺され、行政命令に基づく強制的な割り当て

が常態化した 15,25。 

第三段階である「国民徴用」は、1944 年 9 月から 1945 年 8 月の終戦まで適用された。国民徴用令が朝鮮人

に対しても全面的に適用されるようになり、国家権力が「徴用令状（白紙）」を発給することで、軍隊への
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召集と同様に法的強制力を持って労働力を徴発した。この段階では、拒否は処罰の対象となり、労働者は産

業戦士として軍隊的な規律の下で管理された 15。佐渡金山など重要軍需資源の採掘現場では、この時期に最

も過酷な労働力が投入されることとなった 24。動員手段である「募集」「官斡旋」「徴用」の根底には、日

本帝国の経済的・政治的圧迫と権力統制がある。動員された者にとっては、形式が募集や官斡旋であって

も、国家の命令で労働に就かされたという意味で「徴用」と同様の強制性を伴う受け止めとなる。したがっ

て、これら 3 つの制度的差異を超えて、植民地期における移動の背景にある国家権力による強制力という本

質を見出す視点が提示されている 15,26。 

九州における炭鉱の中核をなした三菱筑豊炭鉱における戦時労働力は、1939 年以降、日本人の減少を補う形

で動員された朝鮮人労働者が急増し、1945 年には全坑夫数の 40％に達した。また、1944 年には勤労報国隊

や中国人の投入も始まった。これらは熟練労働者の不足を補充し、強制的な労働力で補わざるを得なかった

戦時下炭鉱の構造的実態を反映しており、坑内労働者の民族構成における激変が生産現場の変質を象徴して

いる(図 3.2)27。 

図 3.2 三菱筑豊炭鉱の労働者数（1938〜1945 年） 

Figure 3.2 Changes in the Workforce at the Mitsubishi Chikuho Coal Mine (1938–1945) 

 

引用文献[27]（田中直樹 戦時炭坑労働事情論 -筑豊炭山の事例を中心にして-1981）にある表から作図をした。 

3.2 福井県における朝鮮人社会の動向と変遷 

福井県における朝鮮人人口の推移は、1920 年代から 1940 年代にかけて、産業構造の変化と国家的な労働力

要求を反映して劇的な増加を見せた。1920 年代初頭、福井県内の朝鮮人人口は極めて少数であった。1920

年の国勢調査によれば、県内全域でわずか 74 名が確認されるに過ぎなかった。しかし、1920 年代後半から

増加が加速し、1928 年には 1,126 名、1930 年には 3,853 名に達した。1930 年代後半以降の戦時体制下では

その傾向はさらに顕著となり、1942 年末には 15,000 名弱を数えるに至った(表 3.1)28,29。地域別分布を見る

と、初期には敦賀港を中心とした嶺南地域や、福井市、吉田郡、坂井郡といった嶺北の産業拠点に集中して
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いた。特に敦賀は、清津・雄基といった朝鮮北部との定期航路の存在により、移入の玄関口としての役割を

果たしていたが、徴用朝鮮人の大部分は京阪神、滋賀、北海道方面に移動した。 

表 3.1 福井県の職業別朝鮮人数 

Table 3.1 The Number of Koreans in Fukui Prefecture by Occupation 

項目＼年 1934 1935 1936 1937 1938 1939 1940 1941 1942 

無職 2,305 2,664 3,132 3,285 3,384 3,668 5,194 5,963 5,524 

学生・生徒 439 348 478 667 812 822 1,094 1,355 1,924 

在監者 21 11 31 32 14 8 3 1 1 

有職者計 3,943 4,178 4,908 4,668 4,490 4,737 5,434 6,641 7,545 

農業 35 13 41 58 56 49 81 100 191 

水産業 － － － － － － － － － 

鉱業 4 6 1 4 15 20 202 249 400 

工業 1,597 1,894 2,483 2,224 2,085 2,082 1,861 1,882 1,959 

うち繊維 1,564 1,856 2,440 2,204 2,042 2,049 1,821 1,842 1,895 

土木建築業 1,773 1,407 1,431 1,214 1,123 1,168 1,758 2,907 3,428 

商業 234 335 422 744 801 1,063 1,045 979 818 

交通業 32 13 15 20 46 29 54 56 70 

公務自由業 6 7 6 6 5 7 18 16 18 

一般使用人 101 127 124 93 94 78 57 74 73 

その他 161 376 385 305 265 241 358 378 588 

合計 6,708 7,201 8,549 8,652 8,700 9,235 11,725 13,960 14,994 

引用文献[28]（『福井県史 通史編 6 近現代二』、第二章-第一節-五「朝鮮人強制連行」）にある表を著者がまとめて示した。 

3.3 繊維から軍需産業への産業構造の転換 

1930 年代の福井県における朝鮮人労働の最大の特徴は、人造絹糸（人絹）を主体とした繊維産業への関与で

ある。福井県は当時、世界的な人絹織物の産地として飛躍しており、コスト削減と労働力不足を補うために

多くの朝鮮人が雇用された 29 。繊維工場では、朝鮮人女性が職工として、男性が雑役や運搬として働いた。

この時期の朝鮮人社会は、男性単身の出稼ぎから家族を伴う定住への移行が見られ、県内の小学校における

朝鮮人児童の増加がその証左となっている。しかし、1930 年代末から 1940 年代に入ると、繊維産業から軍

需産業への転換、および資源開発の優先順位の上昇により、労働力は鉱山や大規模土木工事へと再配置され

た。この過程で、大野郡の中竜鉱山は県内最大の軍需資源拠点として、多くの朝鮮人動員労働力を吸入する

こととなった。朝鮮人人口の急増と、1930 年代の社会不安（世界恐慌の影響）に対応するため、福井県当局

は警察主導の統制組織を構築していった。1937 年に発足した「福井県協和会」は、その代表例である。この

団体は、表向きは「内鮮一体」の理念に基づき、朝鮮人労働者の生活改善、就職紹介、日本語教育を行う親

睦団体として福井県庁社会課内に設立されたが、その本質は、朝鮮人の思想動向を監視し、労働紛争を未然
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に防ぐための警察の補助機関であった。しかも、県内各地域に翼下の 12 の分会で構成されていた。これらの

組織は朝鮮人を「親日」化し、最終的には戦争協力へと動員するための装置として機能した 29 。 

3.4 中竜鉱山と朝鮮労働者 

福井県大野郡上大納に位置した中竜鉱山は、日本亜鉛鉱業により 1934 年に（昭和 9 年）創立された。当初は

三井鉱山（神岡鉱業所）からの技術援助を受ける傍系会社であったが、戦時増産の要請に伴い、1940 年に三

井鉱山が株式の大部分を取得し、1945 年には完全子会社となった。中竜鉱山の鉱床は、全体としては低品位

な鉱床であった。しかし、戦争の激化により亜鉛と鉛の需要が急増したため、採算を度外視した「乱掘」に

近い増産体制が敷かれた 13。供給先は主に海軍であり、その用途は潜水艦の鉛電池や大砲の弾丸であった

14。1938 年以降、生産量は急増したが、それと引き換えに粗鉱の品位は低下していった。図 3.3 は、1930 年

代の福井県における朝鮮人社会の変容を裏付ける鉱山労働者数推移である 29。当初は小規模な出稼ぎ型労働

が中心であったが、1937 年の日中戦争勃発後の戦時体制下、労働力不足を補うため「募集」や「官斡旋」に

よる動員、徴用が本格化した。1940 年以降、坑内・坑外共に労働者数が急増し、特に鉱山開発の進展に伴い

坑外労働者の伸びが顕著となったことが、地域の統制団体設立の背景にある 29。1944 年の中竜鉱山の坑内労

働者数について、A 氏は 100 名と述べている。従って、この図の 1940 年以降の坑内外労働者の殆どが、中

竜鉱山と考えられる。  

図 3.3 福井県内の鉱山における坑内及び坑外朝鮮人労働者数の推移 

Figure 3.3 Changes in the Number of Underground and Surface Korean Workers at Mines in Fukui Prefecture 

 

引用文献[28]（三ツ井崇 1930 年代福井県における朝鮮人社会の動向と朝鮮人 融和／統制団体の設立 九州大学学術情報リポジトリ）

にある表より著者が作図した。 
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戦時体制下の 1941 年、21 歳で朝鮮から筑豊炭鉱へ労働動員された A 氏は、過酷な環境から逃れ、山口のト

ンネル工事を経て 1943 年に福井県の中竜鉱山へ移った。当時、日本本土への動員は「募集」「官斡旋」「国

民徴用」と強制性を強めており、福井県内でも繊維産業から鉱山や土木など軍需産業への労働力再配置が急

進していた。中竜鉱山は海軍向けの亜鉛・鉛の増産拠点であり、A 氏はそこで騒音と粉じんの中、1 日 5 時

間の削岩作業に従事した。終戦後も日本に留まった A 氏は、計 56 年にわたり各地の坑内労働で振動工具を

使用し、総ばく露時間は約 7 万時間に及んだ。1998 年に当院を受診し、両手足の重篤なレイノー現象から振

動障害と診断され労災認定を受けた。さらに、画像所見などから珪肺（管理 2）に決定された。晩年の 2004

年頃からは認知症の進行に伴い、断片的にハングルを話す「母語回帰」の現象がみられた。A 氏は生前、戦

時労働への強い「うらみの気持ち」を抱き続け、日常生活での通名使用を拒み、1998 年の労災申請時の調査

で初めて本名を署名した。その後、2005 年に 84 歳で逝去した。次章においてはまず振動障害、次に珪肺に

ついて文献的考察を行い、最後に実存的苦痛について述べる。 

第 4 章 振動障害の臨床病像、歴史的展開と北陸における地域医療の実践 

4.1 振動障害の病像 

Hand-Arm Vibration Syndrome (HAVS）は日本においては振動障害と呼ばれており、手持ち型振動工具の使用

によって引き起こされる職業性疾患である 4。病像はいわゆる「三障害」と称される末梢神経障害、末梢循環

障害、運動器障害である。循環障害はレイノー現象を特徴とし、振動白指としても知られる 4。HAVS のよ

り進行した段階では、労働時の障害や生活の質の低下が生じる 30。レイノー現象は、薬剤、結合組織疾患、

および HAVS のような環境因子や外傷など、さまざまな基礎疾患に随伴して発症することがある（二次性レ

イノー現象）。二次性レイノー現象は、レイノー現象全体の 10%〜20%を占める 31。レイノー現象は、寒冷

ばく露、感情的ストレス、たばこの煙などによって誘発される。寒冷刺激は血管平滑筋の α2-アドレナリン

受容体を活性化し、皮膚血管の攣縮を引き起こす 32。レイノー現象は古典的には三相性の色調変化として現

れる。すなわち、血管収縮による白色／蒼白、脱酸素血のうっ滞による青色／チアノーゼ 33 、再灌流および

充血による赤色である。VWF の診断を確認するため、10℃の冷水浸漬試験が施行されるが、検査中にレイノ

ー現象が現れることは稀である。さらに、部分的な寒冷ばく露よりも全身の寒冷ばく露に対する感受性が高

い 34 。 

A 氏のレイノー現象は、両手のみならず両足にも認められた。手指にレイノー現象が認められることは振動

障害においてよく経験されるが、足にまでそれが発現する症例は少ない 35,36。物理的な振動刺激が手を介し

て中枢神経系に影響し、間接的な交感神経活性化メカニズムが足部 RP 現象の発症に重要な寄与をした可能

性が高い。すなわち A 氏の振動障害は重症であったことが理解できる。 

HAVS の病因は複雑で、十分には解明されていない。手腕振動による機械的外傷およびせん断応力が局所的
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な内皮障害と調節障害を引き起こすと考えられている 37。手腕振動は交感神経系を活性化し、末梢血管収縮

を引き起こす。さらに、赤血球および白血球の活性化も血管攣縮発作に寄与している可能性がある 38 。労働

衛生管理には、振動ばく露の削減または除去、寒冷環境の回避、禁煙、薬物療法および理学療法が含まれ

る。 

４.2 振動障害の歴史 

二塚の総説によれば、振動工具の歴史は比較的古く、1839 年にフランスで空気削岩機が使用されたとの報告

がある 39 。わが国では 1881 年に佐渡鉱山において削岩機が試用された。また 1927 年当時、全国の鉄道工場

において空気工具が約 1,000 台使用されており、第 2 次世界大戦中には鋲打機やエアハンマーが広く使用され

ていた。振動工具による健康障害は 1911 年イタリアの Loriga の報告が最初とされている。わが国では 1938

年に門司鉄道病院の村越が空気工具を使用する鋲打作業者の 1 症例を報告し、1939 年には石西が削岩作業者

の 44 症例を報告した。1953 年には三浦が造船、自動車、鉱山における振動障害の調査を行い、1958 年には

振動ばく露の許容基準を提案した。この間、国内外で振動障害についての医学的報告が散発的に重ねられてき

たが、振動障害の体系的な研究と対策が展開されたのは 1960 年代に入ってからである。1965 年には産業衛生

学会において第 1 回振動障害研究会が開催されている。その後、全国的に振動障害の発生調査が行われ、予防

対策についての研究が展開された。それに伴い、振動障害の診断、治療、社会復帰、症状固定、アフターケア

制度などに関わる行政通達が出された 40。 

欧米でも 1968 年には第 1 回英国振動生体反応会議が開催された。また、1972 年には第 1 回国際手腕振動学

会が英国で開催された。この学会は 3〜4 年毎に行われ、1989 年には日本（金沢）で開催された。さらに、

国際標準化機構（ISO）において、1970 年代から手腕振動、全身振動の評価基準の策定が進められた。1986

年には ISO 5349（手腕系に伝達される振動の測定及び評価に関する指針）が制定され、これが各国の国内基

準や予防対策の基礎となっている。また同年、血管系、神経系、筋肉・骨格系への影響を総合的に評価する

症度（重症度）分類である、ストックホルムワークショップスケール ( Stockholm Workshop Scale：SWS )が

提案された 7。このステージ分類は、0 期および 1〜4 期に分かれており、臨床的有用性が高く、今も世界で

用いられている。2013 年には、日本産業衛生学会振動障害研究会より、「振動障害の診断ガイドライン」4

が出されて現在に至っている。 

韓国では振動障害に関する報告は極めて少ない。1950 年代から 1960 年代の韓国における振動障害に関する

文献は探すことができなかった。韓国労働省の 3 年間（1996 年、1997 年、1998 年）の統計データによる

と、韓国では振動による HAVS の症例は１件もなかった。同国における最初の体系的な 6 症例は 2000 年に

報告されている 41。2001 年には、釜山、蔚山、慶南道の職業病監視システム(BUGODSS)が設立され、労働

関連 HAVS やその他の職業病が特定された。この結果、約 21,000 人の労働者から 154 件の HAVS が特定さ

れた。症例は主に造船業の労働者に見られ、振動工具はグラインダーであった 42。  
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４.3 金属鉱山における振動工具使用の労働実態 

1970 年代の日本の金属鉱山における、坑夫の一般的な労働実態を紹介する論文がある 16。坑内切羽[注：岩

盤を掘り進めている最前線の作業現場]では、削岩機で岩盤に穴を開け（削孔）、火薬を詰めて爆発（発破）

させ、砕けた鉱石を坑外に運び出す。削岩機の使用機種は、戦前はスタンド式削岩機であって、ドリルの固

定、ズリ取り、発破などの作業の際、取り外しなどに時間がかかった。 1950 年代前半から鉱山にエアー・

レッグ式削岩機が大量に導入された。この削岩機は脚をバネ式にして地面に立て、掘進や移動を容易にした

もので作業能率が著しく高くなった(図 4.1)。削岩機（TY-16 型）の振動は中心周波数 40Hz で振動加速度が

最も大きかった。実際の労働内容は、 週 1 回交替の 2 組 2 交替制で、拘束時間は 1 日 7 時間、うち坑内労働

は 5 時間である。削岩時間は、所定内では約 2 時間、時間外を含むと 5 時間に及ぶことがあった。削岩の 1

孔あたりの時間は、TY-16 型削岩機で 5〜7 分、TY-76 型で 3〜5 分を要する。特に、削孔開始直後の約 1 分

間（絞り作業）は、本体支持に大きな力が必要となり、振動ばく露量も最大となる。坑内切羽の温度は 1 年

を通して 17〜20℃で安定しており、レイノー現象は冬季など坑外に出た時や、就業前の朝方などに出現しや

すかった。A 氏は、中竜鉱山における削孔時間は平均 5 時間と申告しており、長時間の労務であったことが

わかる。 

図 4.1 エアー・レッグ式削岩機による削孔作業  

Figure 4.1 Drilling Operation with an Air-Leg Rock Drill 

 
1970 年代のトンネル切羽における、エアー・レッグ式削岩機を用いた削孔作業の様子である。この作業はトンネル掘削の工程において

中心的な役割を担う一方、労働者が長期間にわたり高濃度の有害因子にばく露される、極めて過酷な環境下で行われた。具体的には、

削岩機を岩壁に押し当て、高速の回転と打撃で深孔を穿つ。開けられた穴に火薬を充填して爆破し、崩落した土砂を搬出する工程を繰

り返すことでトンネルは延伸する。振動障害で診断した C 氏から提供された写真である。 

４.4 A 氏の振動障害について 

A 氏が徴用された 1941 年から 1945 年にかけて、日本の鉱山における振動障害の実態はどのようなものであ



17 

 

ったのだろうか。韓国の公的機関が、佐渡鉱山における徴用工の労働災害の調査報告書を出版している 2 。

それによれば、佐渡鉱山では落下、火災事故が高い率で起きていた。それは、炭鉱との違いとして、岩盤掘

削、選鉱、精錬の過程で道具、火器が使用されるためである。また技術と安全教育が不十分であり、さらに

言語の違いによるコミュニケーション不足も原因であったと指摘している。次章で述べる珪肺については報

告があるが、振動障害についての記述は認められない。A 氏が働いた中竜鉱山の労働災害についてはその詳

細はわからない。同鉱山で経理事務職として働いた元職員による回想録がある 14。それによれば 1946 年に

落盤事故により労働者 1 名が死亡したとの記述はあるが、振動障害や珪肺に関する記載はなかった。 

戦前戦中の産業衛生学の分野において、振動障害の症状に関心が寄せられ記録された文献は、先に紹介した

数編であり一般化されていない。したがって中竜鉱山に拘わらず全国の鉱山や炭鉱において、日本人であれ

徴用された朝鮮人であれ、削岩機などの振動工具を使用していた労働者が、手のしびれや痛み、そしてレイ

ノー現象を発症して労働に困難性を感じていたとしても注目されなかったと考えられる。それは我々の診断

した 1980 年代から 2010 年代の振動障害の多くの事例でも、症状や職歴の問診の中で、「（症状について

は）そんなものだと思っていた。相談しても仕方がないと思っていた」と述べていることも、それを根拠づ

けているように思われる。 

４.5 日本の振動障害の新規発生および療養者数の推移 ―業種別・県別比較― 

振動障害（いわゆる「振動工具取扱作業」による疾病）が厚生労働省（2000 年以前は労働省）の労働災害統

計において、明確な疾病分類として集計・公表されるようになったのは、1974 年である。労働省は「振動工

具の取り扱い作業による障害」を労働基準法施行規則別表第 1 の 2（現在の業務上疾病の範囲を定めた規

定）に追加し、これにより正式に労災認定の対象となった。この法改正に伴い、労働基準局による「業務上

疾病発生状況等調査」において、振動障害が独立した項目として計上されるようになる。 

図 4.2 は 1974 年から 2023 年までの日本における、振動障害の新規認定者数と総療養者数を示している。厚

労省データを元に、全日本建設交運一般労働組合（建交労）函館支部が作成したものである。新規認定者は

1978 年に 2,595 人となりその後漸減したが、近年でも年平均 200 人前後の新規認定数がある。1970 年代に

新規認定者が急増した理由は、林業労働者における振動障害認定例が多発したからである。1950 年代後半か

ら日本の林業へチェーンソーが急速に普及した。しかし当時の機械は防振対策が全くなされておらず、さら

に当時は「出来高賃金制」だったため、労働者が長時間連続してチェーンソーを使い続けたことで、手指の

しびれや冷え、蒼白化を訴える人が激増した。社会問題として大きな注目を集めたのは、1965 年である。当

時、NHK のテレビ番組において、チェーンソーの激しい振動によって作業員の手指が真っ白になる衝撃的な

症状が「白ろうの指」として全国に放映された。その結果 1970 年代には、見逃されていた、あるいは請求さ

れていなかった症例が、健康診断や補償行政の強化で一気に表面化した。療養者数は 1988 年に 13,301 人に

なり以後漸減した。2023 年には 4,567 人でありピーク時の約 3 分の 1 にまで減少した。 
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図 4.2 振動障害の新規認定者数と総療養者数（1974〜2023） 

Figure 4.2 Annual Trends in Newly Certified Cases and Total Active Cases of Hand-Arm Vibration Syndrome 

 

厚生労働省のデータを元に、建交労函館支部が作成した未発表資料より著者が作図した。 

図 4.3 は、振動障害の産業別新規認定者数を示している。まず 1970 年代に、林業において認定者が急増し

た。 1978 年には 1,431 人とピークになったが、以後急減した。林業と同じく鉱山においても 1970 年代にピ

ークを示した後急速に減っていった。その理由は、1960 年代から始まった「石炭から石油へ」のエネルギー

革命や、安価な海外産鉱石の流入、円高の進行により、日本の国内鉱山（炭鉱や銅・亜鉛などの金属鉱山）

は 1970 年代から 1980 年代にかけて次々と閉山になったからである。 

図 4.3 振動障害の産業別新規認定者数 (1974〜2023) 

Figure 4.3 The Number of Newly Certified Cases of Hand-Arm Vibration Syndrome (HAVS) by Industry 

 

厚生労働省のデータを元に、建交労函館支部が作成した未発表資料より著者が作図した。 
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建設業は 1980 年および 2000 年前後に 2 つのピーク（約 500 名）を認めている。その後も年平均 150 人前後

であり、新規認定者数の 9 割が建設業関連となっている。建設業で振動障害を起こしやすい業種は、トンネ

ル内部掘削、内部コンクリート吹付け、土工、建設機械施工、屋根ふき、電気通信、左官・内装仕上げ、型

枠施工、鉄筋施工・鉄筋継手、上下水管敷設、建築工事、土木工事、解体や設備工事に伴う研削・切断作業

などがある。使用振動工具として、厚生労働省が振動障害対策の対象にしているものは、削岩機、チッピン

グハンマー、コンクリートブレーカー、ピックハンマー、電動ハンマー、エンジンカッター、サンダー、バ

イブレーションドリル、コンクリートバイブレーター、インパクトレンチ、ジグソーなどである。 

図 4.4 は、振動障害の都道府県別新規認定者数の累計を示す。全国の累計数は、24,685 人であり、内訳は北

海道が最多で 3,895 人、以下愛媛 1,790 人、高知 1,667 人、宮崎 1,370 人、京都 1,318 人、大分 1,208 人、広

島 907 人、奈良 896 人、徳島 828 人、岐阜 800 人となっている。ちなみに福井県は 388 人であり、ほとんど

が当院において診断され認定された症例である。北海道が突出して多く、次いで愛媛、高知、宮崎などの県

が上位を占めている最大の理由は、各都道府県の基幹産業（鉱業・林業）の規模の大きさが関係している。

戦後の石炭生産は、長年福岡県と北海道が圧倒的に多く、長崎、福島、山口各県などが続いた。一方、金属

鉱山は地質的特徴から都道府県ごとに特産化していた。銅は、秋田県（小坂鉱山、花岡鉱山、尾去沢鉱山）

が多く、 栃木県（足尾鉱山）、愛媛県（別子鉱山）、茨城県（日立鉱山）が続いた。鉛・亜鉛は岐阜県（神

岡鉱山）と福井県（中竜鉱山）、鉄鉱石は岩手県（釜石鉱山）、金・銀は北海道（鴻之舞鉱山）、新潟県

（佐渡金山）、鹿児島県（菱刈鉱山）であった。これら金属鉱山は資源枯渇等により激減し、菱刈鉱山以外

は閉山している。 

図 4.4 振動障害の都道府県別新規認定者数の累計 (1980〜2023) 

Figure 4.4 Cumulative Number of Newly Certified Cases of Hand-Arm Vibration Syndrome (HAVS) by Prefecture 

 

厚生労働省のデータを元に、建交労函館支部が作成した未発表資料より著者が作図した。 
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大都市圏で振動障害の患者数が少ない背景には、産業構造と統計上の特性が挙げられる。 第一に、削岩機や

チェーンソーを多用する鉱業、林業等の高ばく露産業が地方圏に偏在し、都市部には乏しい。第二に、高度

経済成長期等の労働蓄積と退職後の帰郷により、高齢の療養者が地方に集中する。第三に、地方の鉱林業地

帯周辺には専門医の診断ネットワークが確立されているが、都市部では職業病専門医療へのアクセスが薄

く、疾患が潜在化しやすい。 このように産業の配置、現場と医療体制の地域差が主要因である。 

４.6 当院における振動障害の取り組みの歴史 

当院における振動障害の取り組みは、福井県内から岐阜市内の医療機関に通院していた 5 名の患者を当院で

継続診療することになったのは 1985 年からである。その後、1987 年の中竜鉱山の閉山にも関連して、振動

障害の症状を有する坑夫が受診するようになった。さらに県内のトンネル坑夫も受診するようになった。そ

の後、患者同士の口伝で他県の患者も受診するようになった。1996 年「北陸振動障害・じん肺研究会」を設

立し、2001 年まで毎年金沢で開催された。このような取り組みの中で、石川県珠洲市および富山県朝日町の

医療機関でも、振動障害を診断、治療することになった。 

図 4.5 は 1985 年から 2021 年までの当院で診断された 277 名の年度別患者数を表したものである。277 例の

年間症例数は概ね 10 例前後で推移しているが、1994 年から 1996 年にかけては年間 24〜35 例超に達する急

激な増加が認められた。地域別の内訳をみると、全期間を通じて福井県外の他県在住者が過半数を占める傾

向にあり、特に 1994〜1996 年のピーク期における急増の主因は他県からの患者であった。2000 年代以降も

他県症例が主体となる構造は維持されており、2023 年においても 11 例が診断・認定されている。 

図 4.5 当院で診断された 277 名の年度別の患者数 

Figure 4.5 Annual Number of the 277 Patients Diagnosed at Our Clinic 

 

図 4.6 は 277 名の都道府県別の患者数を表したものである。福井県が 149 人、石川県が 52 人、富山県が 19

人であり、北陸三県を合わせて全体の約 8 割となっている。福井県においては、 A 氏が就労した中竜鉱山、

ついで北陸トンネルなどのトンネル坑内作業者が中心であった。その後、各種建設業における症例が中心と
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なった。石川県においては、出稼ぎ労働者が多い珠洲市における症例がほとんどである。富山県において

は、新潟県との県境近くの、やはり出稼ぎ労働者の割合が高い地域に集中している。また、青森県の下北半

島からトンネル仲間の伝手で、当院に来院され診断された 16 名がいた。これらの患者居住地が全国に及ぶ背

景には、トンネル工事の現場を転戦する移動労働と、戦後の出稼ぎ構造が影響している。加えて、公的情報

が乏しい中、現場の仲間内の口コミが医療アクセスを支えて現在の全国的な患者分布が形成された。 

図 4.6 当院で診断された 277 名の都道府県別の患者数 

Figure 4.6 Geographical Distribution of the 277 Patients Diagnosed at Our Clinic 

 
図 4.5 は 1985 年から 2021 年までの当院で診断された、277 名の居住地である都道府県別数を著者が作図したものである。福井県が

54%、石川県が 19%、富山県が 7%であり北陸三県が全体の約 8 割を占める。福井県では A 氏が就労した中竜鉱山（大野市）、トンネ

ル、建設業関連が主である。石川県では珠洲市の割合が高く、富山県では朝日が多い。2005 年頃より石川、富山県内の医療機関が、あ

らたに診断、治療を担うようになったので両県における患者の実数はもっと多い。 

４.7 振動障害の予防対策 

予防対策では、単に振動ばく露の管理にとどまらず、工具自体の低振動化（人間工学的設計）などを取り入れ

た総合的な作業環境管理が進められている。欧州(EU)においては、2002 年に「物理的要因（振動）に関する

欧州指令(2002/44/EC)」が採択された 43。厚生労働省は 2007 年、基発第 0710002 号「チェーンソー以外の

振動工具の取扱い業務に係る振動障害予防対策指針について」を示した。この対策の最大の特徴は、従来の画

一的な時間規制から脱却し、国際標準化機構（ISO）の考え方を取り入れた「日振動ばく露量 A(8)」に基づき

管理を行う点にある。具体的には、EU 指令と同じ A(8) = 2.5 m/s² を「周波数補正振動加速度実効値の 3 軸

合成値」に基づく点検・管理の目安（振動ばく露対策値）として採用した。事業者は、これに基づき工具ごと

の「振動ばく露限界値」および「ばく露アクション値（対策目安値）」に応じた適切な抑制対策を講じる必要
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がある。また、具体的な管理体制として、事業場ごとに「振動工具管理責任者」を選任し、工具の定期的な点

検・整備状況を記録することが義務付けられた 44（図 4.7）。 

手持ち型振動工具による振動障害（HAVS）は、血管・神経・運動器系が絡み合う職業性疾患である。物理

的な振動刺激による血管内皮障害を基礎として、寒冷やストレスにより発現するレイノー現象（振動白指

VWF）が末梢循環障害の特徴である 45。A 氏のように重症例では足にも発現することが報告されている。振

動ばく露の軽減が根本的な対策であり、ISO 5349（1986）、2002/44/EC、JIS B 7761 制定を経て標準化が

進んできた 42。1960 年代から病態の研究も本格的に進んできたが、重症度評価には現在もストックホルムワ

ークショップスケール（SWS）17 が重視されている。振り返ると、戦前・戦中の鉱山では落盤事故などの災

害が多かった一方で、振動障害は病態概念が定まらず長らく注目されなかった。一方で戦時徴用された A 氏

の振動障害は、次章で述べる粉じんばく露による珪肺とともに、振動ばく露による被害を新たに考える上で

洞察を与えるものと思われる。 

図 4.7 日振動ばく露量 A(8)の簡略概念図と管理基準 

Figure 4.7 Schematic Overview and Action Levels for Daily Vibration Exposure A (8) 

 

日振動ばく露量 A(8)は、画一的な時間規制とは異なり、工具の振動強度と実際の作業時間を総合評価する国際標準の管理基準である。

基準値（2.5m/s2）超過時には、事業者に実効的な抑制対策を講じる義務がある。この図は生成 AI Gemini にて著者が作成した。 

第 5 章 珪肺の医学百年史、「ヨハネスブルク定義」と戦時坑夫の急性被害 

5.1 珪肺及びじん肺の定義と本章の背景 

じん肺（pneumoconiosis）とは、「粉じんを吸引することによって肺に生じた、線維増殖性変化を主体とする

疾病」である 5。粉じんが単に肺に沈着するだけでなく、それに対する生体の組織反応が生じることがその本

質である 5。特に中竜鉱山のような金属鉱山では、硬い岩石を穿孔する際に「遊離二酸化ケイ素（シリカ）」

を多量に含む微細な粉じんが発生する。このシリカ粒子は、肺胞マクロファージを介した持続的炎症と線維

化シグナルの活性化により、進行性かつ不可逆的な肺線維症を引き起こす。これを「珪肺（けいはい）」
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（silicosis シリコーシス）と呼ぶ。すなわち、珪肺はじん肺の一つであり、吸引する鉱物の種類等によって、

金属鉱山じん肺、石綿肺、溶接工肺、炭鉱夫じん肺、 隧道じん肺（トンネルじん肺）、窯業じん肺などのよ

うに名称が分かれている(表 5.1)。一度発症すると、粉じん環境から離脱した後も病変は進行し続けて不可逆

的となり、様々な合併症を引き起こすこととなる 5。 

戦時下、日本の鉱山、炭鉱などに従事した坑夫における、急性珪肺（acute silicosis）、慢性珪肺 (chronic 

silicosis)の発症について議論がある 3,24,46。通常、珪肺の発症には 10 年以上のばく露期間を要するとされる

が、戦時中の鉱山では、乾式削岩機による多量の粉じん発生、劣悪な換気設備、適切な防塵マスクの欠如に

より珪肺が多発した。その中で、朝鮮人労働者は日本人労働者が回避する高濃度粉じん環境（穿孔作業）に

集中的に投入されたとされる 24。佐渡鉱山では、韓国公的機関による調査対象者 148 人中 9 人が佐渡で死亡

し、最大 73 人が後遺症となった。73 人のうち 30 人が珪肺、15 人が肺疾患であった。また韓国に帰国後、

珪肺による後遺症で長く生きられなかった 3 名に関する詳細な記録もある 3。 

これらは、徴用工問題をめぐる重要なイシューとして、日本と韓国の間における政治的な懸案事項の一つと

もなり長年論争されてきた。しかし、当時の珪肺に関する医学文献を詳細に検討した医師や医学研究者によ

る報告は見当たらなかった。本稿では、私自身が経験した朝鮮徴用工である A 氏の珪肺事例を入り口にし

て、戦前ないし戦中の鉱山、炭鉱、窯業などに従事した労働者の珪肺、特に急性珪肺に焦点をあてる。その

中で、朝鮮人徴用工の珪肺についてもその理解を深めたい。 

表 5.1 じん肺の種類、起因物質、主な発生職場 

Table 5.1 Classification of Pneumoconiosis: Causative Agents and Primary Occupational Environments 

じん肺の種類 起因物質 主な発生職場 

けい肺（珪肺） 遊離けい酸(シリカ) 
採石業,採鉱業,窯業、鋳物業,金属精錬業,セメント製造業、船

舶製造業、けい酸化学工業 

石綿肺 石線(アスベスト) 
石綿加工業、石綿セメント製造業、断熱性石綿製品、ブレー

キライニング製造等、その他の石綿製品取り扱い作業 

滑石肺 滑石(タルク) 滑石粉砕作業,ゴム工場 

ろう石肺 蝋石 ガラス溶融用坩堝製造 

けい藻土肺 珪藻土 珪藻土採掘、粉砕作業 

陶土肺 カオリナイト(クレー) 乾燥カオリンの粉砕、袋詰め作業等(陶磁器用) 

アルミニウム肺 アルミニウム アルミニウム粉末製造業(塗料原料) 

アルミナ肺 アルミナ(酸化アルミニウム) アルミニウム再生工場(溶滓の粉砕、篩別作業)  

ボーキサイト肺 酸化アルミニウム、けい酸 ボーキサイト精錬作業 

黒鉛肺 黒鉛 黒鉛精練工場,電極工場 

炭素肺 カーボンブラック 製墨工場、カーボンブラックエ場 

活性炭肺 活性炭 活性炭製造工場 

炭素肺 炭粉、石炭粉 木炭、石炭の粉砕作業(練炭製造業等) 

超硬合金肺 タングステン、コバルト 金属切削、研磨、加工、金型作成 

ベリリウム肺 ベリリウム ベリリウム化合物・精錬、航空機製造エ程,原子炉 
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インジウム肺 インジウム錫酸化物 ITO ターゲット製造·リサイクル作業、はんだ材料製造作

業、歯科合金溶解作業 

炭鉱夫じん肺 石炭粉じん、けい酸 炭坑の採炭,掘進、支柱作業等 

窯業じん肺 陶土 窯業原料の粉砕、ふるい、成形 

溶接工肺 酸化鉄、マンガン、けい酸 アーク溶接作業、ガス切断作業 

い草染土じん肺 粘土 い草栽培、畳表、ござ、花むしろ織機作業 

歯科技工じん肺 けい酸、コバルト、ア ルミ

ニウム、インジウ ム等 

義歯研磨、切削作業 

「産業保健ハンドブックⅣ じん肺第２版」（平成 20 年 5 月 27 日）P20 表 3-3 を著者が一部改変して示した。 

5.２ じん肺の臨床的分類と合併症 

珪肺には、「急性」、「急進型」、「慢性」の３つの病態があるが、日本のじん肺法による「管理区分」で

は「慢性」じん肺についてのものである(表 5.2)。まず、胸部 X 線写真の所見において、国際労働機関(ILO)

の定義に基づき、第 0 型から第 4 型までの 5 段階に診断される。その診断を元にじん肺管理区分として、管

理 1〜管理 4 に分類される 5 。A 氏は、X 線写真の型としては 1 型であり、管理区分としては管理２であ

る。すなわち A 氏の慢性じん肺は軽症の部類に入る。管理 1 は「所見なし」であるが、常時粉じん作業に従

事している場合には、3 年に 1 回の健診が必要である。管理 2 および 3 は、年 1 回のじん肺健康診断の対象

となる。著しい肺機能障害がある場合や合併症により業務上の疾病と認められれば、労災保険により医療費

等の保障が受けられる。管理 4 は「療養を要する」状態である。一方、管理 2〜4 の者が離職する際等に「じ

ん肺健康管理手帳」が交付される。在職中は事業者が健康診断の義務を負うが、離職後はこの手帳によって

公費での継続的な受診が可能となる。 

表 5.2 日本におけるじん肺管理区分 

Table 5.2 Administrative Categories for Pneumoconiosis Management in Japan 

X 線写真の型 臨床的特徴 管理区分 

第 0 型 じん肺の陰影が認められない。 管理 1 

第 1 型 粒状影または不整形陰影が少数認められる。 管理 2 

第 2 型 粒状影または不整形陰影が多数認められる。 管理 3 イ 

第 3 型 粒状影または不整形陰影が極めて多数認められる。 管理 3 ロ 

第 4 型 大陰影（1cm 超の塊状影）が認められる。 管理 4 

慢性じん肺は緩徐に進行し、それ自体が呼吸困難を引き起こす。さらに合併症に罹患することで病状が悪化

する。法的に認定されている合併症には、肺結核、結核性胸膜炎、続発性気管支炎、続発性気管支拡張症、

続発性気胸、および原発性肺がんが含まれる 5。特に、じん肺に合併する「じん肺結核」は、戦時中から戦後

にかけて多くの労働者の命を奪った 2。A 氏は、咳、痰、息切れが徐々に進行し、合併症としての続発性気管
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支炎を罹患していた可能性がある。その医学的精査の過程の中で認知症が進行したために診断には至らなか

った。 

日本に徴用された朝鮮人は、戦後ほとんどが帰還することになった。しかし韓国においても、帰還労働者に

対する珪肺の医学的探索は遅れた。珪肺症は日本統治時代の朝鮮人労働者における既知の職業病であったこ

とが認められているものの、その有病率、発生率、詳細な臨床転帰に関する具体的なデータはない。これ

は、この時代の職業保健に関する歴史的記録における重大な欠落と言える 47。この報告の遅れは、日本の植

民地支配による主権喪失、「8・15 解放」およびその後の朝鮮戦争による社会経済的な混乱、さらには診断技

術の不足が複合的に作用した結果と考えられる。 

韓国において炭鉱労働者に発生したじん肺症が初めて報告されたのは 1954 年である。じん肺に対する労災補

償の件数は、1972 年から 1990 年までで 24,754 件であり、1998 年から 2009 年までのじん肺による死亡補償

症例は 4,864 件であった 48。解放後の調査（1958〜1965 年）によれば、江原道や慶尚北道などの主要炭鉱に

おける作業場内の粉じん濃度は極めて高い値を記録していた 19,20。A 氏は徴用される前に、慶尚北道の炭鉱

で働いていた。半島内においても当時の坑内労働者が置かれていた切羽（きりは）の粉じん環境が、いかに

過酷なものであったかを、後年の統計的側面から間接的に裏付けている。 

ここで珪肺、じん肺が歴史的にどのように定義されてきたかを ILO が主催するヨハネスブルクで開催された

1930 年の第 1 回珪肺国際会議、ジュネーブで開催された 1938 年の第 2 回会議を振り返る 10。その中で、特

に急性珪肺について焦点を当て、現在に至る ILO および日本の診断基準に至るまでの経緯を確認してみる。

その中で戦時下徴用された朝鮮人労働者における急性珪肺にかかわる問題を、当時の医学文献に基づき考察

したい。 

5.3 1930 年ヨハネスブルクでの第 1 回珪肺国際会議 

1930 年 8 月 13 日から 27 日に南アフリカのヨハネスブルクで開催された第 1 回珪肺国際会議は、産業医学お

よび職業病補償の歴史において、極めて重要な転換点となった 10。この会議は国際連盟の国際労働事務局に

よって主催され、国際労働事務局がヨーロッパ以外で初めて会議を開催した例となった。この会議は、それ

まで各国でバラバラであった珪肺の定義を国際的に統一し、職業病としての法的承認と補償への道を切り拓

いたという点で、大きな成功を収めたと見なされてきた 49。 

当時の南アフリカはイギリス帝国の中の自治領であり、南アフリカの金鉱は世界最大かつ最も深い鉱山であ

った。職業性肺疾患の公式発生率は世界でも最低水準の一つであったと当時報告されていたが、人種化され

た労働体制を考えると、そのことは驚くべきことである。南アフリカの業績は、オーストラリア、フラン

ス、ベルギー、ドイツ、イタリア、日本、英国、アメリカの科学・政策論争で重要な役割を果たした。南ア
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フリカの労働衛生改革におけるリーダーシップを称え、1930 年に ILO はヨハネスブルクを珪肺に関する世

界会議の開催地に選んだ 50,51。8 カ国が参加したこの会議には、日本からの出席者はいなかった。しかし、

後述するように日本の窯業、鉱山、炭鉱などにおける珪肺、じん肺の診断や行政措置に多大な影響を及ぼし

た。 

南アフリカでは 1910 年代から、白人鉱山労働者を対象とした厳格な定期健康診断（入職時および継続時）が

実施されていた。この監視体制によって蓄積された膨大な X 線写真と病理データが、1930 年の会議で珪肺と

いう疾患を定義し、分類する際の科学的根拠（エビデンス）として採用された。 鉱山会社が資金を出し、政

府機関が専門的な診断を行う仕組みは、当時としては世界で最も洗練された労働衛生管理システムと評価さ

れていた 49。しかし、近年の医学史的な再検証によれば、この会議で確立された「ヨハネスブルク定義」

は、純粋な医学的知見のみならず、当時の南アフリカにおける金鉱山産業の経済的利害関係、および白人労

働者と黒人労働者の人種隔離的な管理体制に強く規定されていたことが明らかになっている 50,51。 

南アフリカの金鉱山は 1884 年に発見され、翌年より採掘が開始された。労働力としては英国からの熟練労働

者に加え、多数の現地黒人労働者が従事したが、当時の坑内環境は劣悪であり、坑道掘進に伴う大量の粉じ

ん暴露により労働者は死に至るまで就労を余儀なくされていた。1900 年頃には約 100 坑で白人 1,200 名、現

地労働者 10,000 名が従事し、坑道深は約 300 メートルに達していた。当時はマラリアの流行のみが深刻視さ

れ、珪肺が医学的・社会的に問題視されるには至っていなかった 52。しかし、南アフリカ戦争直後の 1902

年、トランスヴァール鉱山局報告において、削岩労働者に特異な疾患として「鉱夫結核」の呼称が初めて登

場した。同報告では 4 年間で白人坑内夫の 16.3%に当たる 225 名が同疾患で死亡したとされ、これを機に初

の「鉱夫結核委員会」が設置された。当時は結核と珪肺の医学的な鑑別は不十分であった。同委員会は坑内

夫の 22.7%に罹患またはその疑いを認め、高濃度粉じん下ではわずか 3 年で発症する実態を明らかにした。

これを受け、1904 年以降は湿式搾岩機の推奨や換気設備整備が進められた。1907 年設置の鉱業規則委員会

は、換気・給水施設の完備や 8 時間労働制を樹立し、1912 年には鉱夫結核法が公布された。さらに 1916 年

には組織的研究を担う「鉱夫結核医療局」（Miners' Phthisis Medical Bureau）が設立され、1919 年には水管の

ないマシンの禁止、切羽への給水、最低換気量の維持など徹底した粉じん吸入防止策が提唱され、1920 年代

に国家的な監督・防止体制が確立された 52。当時の資料によると、金鉱山労働者は白人 2 万人に対し黒人労

働者はその 10 倍の規模に達していた。毎年 20 万人の黒人労働者が流入していたが、6 名の医師による鉱山

病院での採用時健診は身長・体重測定や問診・診察が主体であり、胸部 X 線撮影は呼吸状態不良者のみに限

定されていた。不採用率は 4.6%であり、その内訳は結核が 6%、その他の肺疾患が 31%を占めていた 52。 

表 5.3 は、南アフリカの金鉱山労働者における 1919 年度から 1935 年度までの珪肺新規認定数の推移を示し

ている 52。病期である前期、第 1 期、第 2 期は、1930 年の第 1 回国際会議における、第 1 期、第 2 期、第 3

期にそれぞれ対応している。また第 2 期は結核有り無しで分類されている。同様に死亡者においては、死亡
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給付を受給しなかった鉱山労働者の扶養者数が、結核の有り無しで表記されている。全体の病期では、前期

が 71％、1 期が 17％、2 期が 13％であった。2 期のうち、結核有りが 40％、無しが 60％であった。年度別

推移では 調査開始の 1919 年度の症例数は 1150 例であったが、1923 年度には 320 例と約 4 分の１まで改

善した。しかし、その後再び増加に転じ、1926 年度には 718 例と上昇した。その後減少したが 1935 年に至

るまで 300 例程度の新規発生をみている。死亡給付を受給しなかった坑夫の扶養者数は、全期間で 455 例で

あり、年平均 27 例である。死亡給付を受給した扶養者の数は示されていない。これらのデータは、南アフリ

カにおける金鉱山において防塵対策が進む一方で、深部採掘の進展による長期的な粉じんばく露が、依然と

して珪肺と結核感染のリスクを底上げしていた実態を物語る。10 年以上の長期にわたる統計データは、職業

性粉じんばく露と感染症の合併が、労働者の健康を脅かす慢性的な構造問題であったことを如実に示してい

る。 

しかしながら、南アフリカのこのシステムが捉えていたのは主に白人労働者の健康データであった。黒人労

働者に対しても指紋照合を用いた監視網は存在したが、彼らの多くは発症前に農村部へ帰還（送還）された

ため、統計上は珪肺の発生頻度が過小評価される一因となった 49,53。 

表 5.3 南アフリカ金鉱山労働者の 1919〜1935 年度における珪肺新規認定数の推移 

Table 5.3 Number of New Silicosis Cases Among Gold Miners in South Africa (1919–1935) 

病期 

年度 

珪肺 

前期 

珪肺 

１期  

珪肺２期 死亡給付を受給せず

なかった坑夫の扶養

者 

合計 
結核無

し 

結核有り 結核無

し 

結核有り 

1919 336 688 48 69 9 0 1150 

1920 369 265 38 29 6 0 707 

1921 226 51 36 24 8 0 345 

1922 312 26 20 25 6 0 389 

1923 255 15 21 22 7 0 320 

1924 458 14 11 41 10 0 534 

1925 474 14 47 27 15 1 578 

1926 539 47 49 22 58 3 718 

1927 374 14 42 17 59 1 507 

1928 302 17 40 13 38 0 410 

1929 325 14 37 17 35 0 428 

1930 233 12 39 13 37 1 335 

1931 235 10 29 7 27 2 310 

1932 214 2 25 7 21 2 271 

1933 188 6 28 15 28 3 268 

1934 183 13 22 15 35 1 269 

1935 209 8 33 10 41 1 302 

合計 5232 1216 565 373 440 15 7841 

引用論文[52] (暉峻義等 南阿連邦ヨハネスブルク金鉱山の珪肺対策の発展 労働科学 1948）にある表を整理して著者が提示した。死亡

給付を受給した扶養者のデータは示されていない。 



28 

 

しかし、南アフリカ金鉱山の珪肺対策や補償の仕組みは、他国にとっては進んだものであった。ドイツが、

珪肺を職業病として統計を取り始めたのは 1929 年からであり、1934 年までの公式統計を表 5.4 に示す 54。

これを見ると、指定初年の 1929 年は届出数が 14,482 件と突出して多く、全職業病の約 65%を占めたが、翌

年以降は急減し数千件規模で推移した。一方、新規に補償認定された総数は計 7,795 件、死亡数は計 1,660

件に上り、補償職業病全体の約 59%を珪肺が占めている。全職業病において、届け出数、新補償数でも珪肺

がトップを占めている。しかも届け出数の 21％が死亡者であり、完全労務不能者は 7.5％、一部労務不能者

は 71.5％と深刻な実態があった。導入初期の潜在患者の大量届出を経て、当時のドイツの職業病において珪

肺が極めて重大な位置を占めていた歴史的実態を示している。 

一方、フランスでは、多額の補償金負担を恐れる炭鉱委員会や雇用主側の医師が、独立の病気としての珪肺

は存在しないと主張し、強力に反対した。しかし国際的な潮流や国内の症例増加、労働組合の告発を受け、

国は届出義務化で調査を進めざるを得なくなった 。最終的にフランスは、1945 年にようやく珪肺を職業病

として公式に認め、国の労災補償対象に組み込んだ 55。 

表 5.4 ドイツにおける珪肺統計 (1929–1934) 

Table 5.4 Silicosis Statistics in Germany (1929–1934) 

年度 

届け出数 新補償数 疾病の転帰 
  

総数 
全職業病に対

する比率％ 
総数 

補償職業病に

対する比率％ 

届け出職業病に

対する比率％ 
死亡数 

完全労務 

不能数 

一部労務 

不能数 
 

1929 14,482 65.04 1,209 61.4 8.35 303 94 812  

1930 6,161 41.06 2,280 70.05 37.01 474 190 1,616  

1931 3,076 31.77 1,397 61.01 45.42 267 79 1,021  

1932 1,904 28.5 1,079 61.94 56.67 201 70 808  

1933 1,509 21.16 681 54.13 45.13 143 49 489  

1934 1,268 16.54 522 50.05 41.17 126 44 352  

1935 1,601 17.83 627 54.01 39.16 146 62 419  

合計 30,001 31.7 7,795 58.9 39.0 1660 588 5517  

引用文献[54] (池田忠義 南阿連邦イギリス及ドイツに於ける労働者の珪肺者保障について(二) 労働科学 1948)の表を整理して著者が提

示した。ドイツでは、1929 年から珪肺が職業病表中に記入された。 

5.4 ヨハネスブルク定義の歴史的意義とその弊害 

会議の中心となったのは、南アフリカの金鉱山における医療管理を主導していた医師たちであり、主要報告

書の半数が同鉱山に依った。それらを検討した ILO の産業衛生委員会において、ヨハネスブルクの Dr Irvine

は、珪肺の定義について以下のように述べた 54 。「珪肺における胸部 X 線所見を記述し承認されるべき定

義を決定することは、吸入する粉じんの性質の違い、粉じんの濃度とその期間および感染因子、特に結核感
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染から生ずる多種多様な変化が生み出す傷病像が多様であり、結果としてかなり困難である。従って、2 つ

の簡単な原則に従うべきである。第一は、極めて一般的な線が引かれるべきであり、 多くの時間をかけて細

かい病型の分類を望むべきではない。第二は、X 線写真の上にあらわれる所見を、簡潔にしかも単純に記述

すべきであって、この所見を生み出した病理学的性質について意味を持たせてはならない」。 

ヨハネスブルク会議での議論の結果、金鉱山で見られる緩慢に進行する結節性線維化を特徴とする病像を、

真正な珪肺（true silicosis）として定義した。具体的には、10 年以上に及ぶ粉じんばく露、X 線上の明確な結

節（nodule）、そして結核の合併を主因とするモデルが公式な基準として採用された 47,51。 

急性珪肺は 1930 年以前から観察されていたが、その臨床的意義と古典的なシリカばく露によるじん肺症との

病理学的関係は当時混乱し、未解決であった。会議における疾患転帰に関する議論においても、「突然体調を

崩し、多くの場合 3 か月以内に死亡した鉱山労働者では、急速に壊死を伴う珪肺症（rapid necrotic silicosis）

が見られた」10 と急性珪肺症についての意見も出されたが、Kettle（ロンドン大学セント・バーソロミュー病

院医学部病理学教授）らによって結核症によるものとして簡単に否定され、議論が展開することはなかっ

た。1930 年ヨハネスブルク会議は、珪肺症進展における 3 段階を特定した。（1）気管支期：主に乾性気管支

炎および細気管支炎と、色素を含有する貪食細胞の集積から成る。（2）結節期：実際の珪肺症を表し、触知

可能な粟粒状結節の形成が特徴。（3）感染期：珪肺過程が慢性感染症、特に結核によって修飾され、広範な

線維化領域を生じる 10。最終的な会議の結論で、珪肺は以下のように表現された。 

a distinct and definite pathological entity characterized by a palpable miliary nodulation under the pleurae and in the 

lung substance, with fibrosis of the root glands. 

この定義により、結節を形成しない急速な線維化病変は、国際的な標準から事実上除外される、あるいは二

次的な扱いを受けることとなった。この結果、結核に関連しない急性かつ急速進行性の病態のための概念的

余地がほとんど残されなかった。この枠組みは、急性珪肺症を独立した疾患単位として理解・受容する上で

大きな障害となった 56,57。 

これは、鉱山会社にとっては補償範囲を限定し、莫大な賠償コストを抑制するための極めて好都合な「医学

的枠組み」として機能した。この背景には、シリカばく露＝慢性疾患という病態を固定化することで、労働

環境の抜本的な改善（粉じんの完全な抑制）よりも、発症した一部の労働者への事後的な小額補償で済ませ

ようとする意図が働いていたとされる 51。後に「シリコプロテイノーシス（肺胞蛋白症様珪肺）」58 として

認識されることになる急性珪肺の重篤な病態も、この会議によって医学的正当性が疑われ、診断の遅れと予

防の軽視を招く結果となった 57。肺胞蛋白症 Pulmonary Alveolar Proteinosis (PAP）は 1958 年に Rosen らによ

り記載され 59、本邦では 1960 年に岡らによって紹介された稀少肺疾患である 60。サーファクタントの生成

または分解過程障害により、肺胞腔内を主体とする末梢気腔内にサーファクタント由来物質である好酸性の
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顆粒状の蛋白様物質の異常貯留をきたす疾患の総称である 61。当初は急性珪肺と呼ばれていたものが、肺胞

蛋白症様病理を明確に定義したことにより「acute silicoproteinosis」という名称が用いられたのは 1969 年であ

った 58。 

第 2 回珪肺国際会議は 1938 年ジュネーブで開催された 10。1919 年国際労働機関(ILO)が発足したが、日本

は世界の８大産業国の一つとして 1922 年に常任理事国になった。この第 2 回会議には日本を含めて 10 カ国

が参加した。この会議の日本からの参加者は、労働事務官であった医師の塚田治作（戦後、労働省の初代衛

生課長となった）であった。塚田は、大西禎治（内務省社会局労働部）の代理として参加した。この会議で

は、急性珪肺が最初のテーマとして議論された。急性珪肺については、まず「用語自体が不適切（誤称）で

はないか」という疑義が呈された。しかし、サンドブラストや研磨剤製造等に従事した労働者において、通

常の珪肺で見られる「硝子性結節」とは異なる、広範な「肺胞炎（alveolitis）」を伴う重篤な病態が報告され

た。この要因として、アルカリ等の化学物質の影響よりも、「極めて微細で純度の高いシリカ粒子」の超高

濃度ばく露が細胞毒性を激化させ、急速な組織破壊を引き起こすことが指摘された。「急速進行性珪肺

（rapidly developing silicosis）」の名称も提案されて、粉じん暴露から発症までの潜伏期間が極めて短い症例

が議論の対象となった。一旦発症すると暴露中止後も病変が進展し、高い死亡率を示すことが強調された。

これは肺に捕捉された粉じん量と、活動性結核などの感染の合併が進行を加速させるためと議論され、これ

らを結節性線維化のプロセスが極端に激化した病態として位置づけた。 

DR. KING stated that it was first necessary to decide whether such a thing as "acute silicosis" actually existed or 

whether the term was not a misnomer, and also whether the acute injuries consequent on mass exposure to dust had 

much in common with the slow insidious changes noted in ordinary silicosis with chronic evolution. …  DR. 

IRVINE considered that the term "acute silicosis" was a misnomer.… It is realized that under certain conditions 

the development of silicosis may be very rapid. The term "acute silicosis" has been used to designate this condition. 

The conference considered that the use of this term should be avoided and that the words "rapidly developing 

silicosis" would be preferable  

しかしながら議長は、「シリカ粉じんが滞留することに起因する非結核性の結節性線維症は、明確かつ独立

した病理学的過程であり、臨床的に『単純珪肺』と呼ばれる大多数の症例、特にその初期段階における主要

な特徴である」と述べ、珪肺を慢性型に集約し結節病変を特異的とする結論に導いた。 

a non-tuberculous nodular fibrosis of the lung due to the arrest of silica dust within that organ is a definite and 

distinct pathological process, and is the predominant feature of the great majority of cases of what is clinically 

termed 'simple silicosis' particularly in its earlier stages  
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会議の結論は、じん肺はシリカ（遊離二酸化ケイ素）の吸入によって生じる肺の病的状態であり、実験的に

動物で発症させることが可能である、と結論づけられた。すなわち、珪肺を肺の実質（parenchyma）におけ

る結節性線維化（nodular fibrosis）を特徴とする疾患とした。1930 年のヨハネスブルク会議、1938 年のジュ

ネーブ会議は、珪肺を国際的な公害・職業病として認知させた歴史的意義はあるものの、同時にシリカのリ

スクを狭い範囲に限定してしまった側面を持つ。この会議で確立された定義は、科学性を示しながらも、産

業保護と補償の管理という政治・行政的な役割の側面も強かった 49,51,53。現代の職業性肺疾患の診療におい

ても、この珪肺における歴史的経緯を理解することは、複雑化する環境性疾患の診断や、職業病の医法学的

（medico-legal）な本質を考える上で不可欠な視点である。 

5.5 第 1 回、第２回珪肺国際会議議事録にみる珪肺のステージ分類と線状陰影 

それでは、第 1 回国際会議における当時の議事録（Proceedings）から初めて定義された、重症度を示すステ

ージ分類を詳しく見てみる。第 1 段階（Stage1）では、呼吸器系に関する症状は軽度であるか、あるいは全

く現れないこともある。作業能力もわずかに低下する程度である。打診や聴診で正常からの逸脱が認められ

る場合があり、レントゲン写真では線状の影の密度増加や結節を示すはっきりとした影が認められる。第 2

段階（Stage2）では、第１段階で観察される身体的所見がさらに増強され、レントゲン写真では結節を示す

個々の影の数や大きさが増し、これらが融合する傾向が見られる。この段階では、作業能力の明らかな低下

が認められなければならない。第 3 段階（Stage3）では、上記の状態が著しく強調され、塊状線維化の存在

が通常見られる。また作業不能または深刻な障害が生じる 10。 

This was the basis for defining silicosis as a disease progressing in three distinct stages: “In the ‘first stage” 

symptoms referable to the respiratory system may be either slight or even absent. Capacity for work may be slightly 

impaired. There may be a departure from the normal in percussion and in auscultatory signs, and the radiograph 

must show an increased density of linear shadows, and the presence of discrete shadows, indicative of nodulation. In 

the “second stage”, there is an increase of the physical sign observable in the “first stage”, and the radiograph shows 

an increase in the number and size of the discrete shadow indicative of nodulation with a tendency to their 

confluence. There must be some degree of definite impairment of working capacity. In the “third stage” all the 

above conditions are grossly accentuated and indications of areas of massive fibrosis are usual. There is serious or 

total incapacitation. 

第 1 段階における「線状の陰影（linear shadows）」や「樹枝状影（arboreal type）」の定義とその臨床的・画

像的な位置付けについて見てみる。この陰影定義は、1930 年代から 1940 年代の日本における珪肺の胸部レ

ントゲン写真における診断にそのまま持ち込まれた。その結果、後で述べる石川知福ら日本の研究者にも強

い影響を与えた。会議議事録では、線状陰影について放射線科医師と病理学者で詳細な議論がされた。議事
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録では、線状陰影の解剖学的背景として、 シリカ粒子がリンパ系を通じて肺の支持構造（血管や気管支の周

囲）に線維化を引き起こした結果、それらがレントゲン上で「線」として強調されて見える病態として説明

している。さらに、樹枝状影として、この線状の影が肺門から末梢に向かって樹枝状に広がっていることが

強調されている。しかし、健常な肺でも加齢等で見られることがあるとされ、珪肺の第 1 段階としては、こ

の線状の影が「通常よりも明らかに濃くなっている」ことが必要とされた。このように線維化所見としての

線状影の指摘はあるが、非常に重要な点として、1930 年の基準では、線状の陰影が増えているだけでは、第

1 段階（珪肺）とは診断しない、という立場がとられている。すなわち「孤立した個別の影（discrete 

shadows）」である結節（nodule）が認められることが診断の必須条件とされた。それは、当時の議論では、

慢性の気管支炎、結核、心臓疾患、あるいは単なる老化による肺の変化と、初期の珪肺を区別するために、

シリカ特有の結節が確認できることを法医学的な閾値としたためである。 

第 2 回国際会議では、ヨハネスブルク医務局により、X 線写真における「線状陰影の異常増加」の解釈と珪

肺における線維症との関係について資料が提出された 11 。それによれば、最終的に明確な結節性珪肺症に至

る症例は、その前に異常な線状陰影の増加を経ており、生前にこれらの線状陰影を示した症例の 40%以上

が、死亡後の病理検査で軽度ながら有意な単純型珪肺結節または結核＋珪肺性結節を認めたと報告された。

討論では、珪肺の存在を示す主要な所見として、肺野における、線状・樹枝状陰影の異常増加と、それにほ

ぼ常に伴う肺門陰影の拡大が議論された。特に、肺門から肺辺縁へ放射状に伸びる樹枝状陰影が、肺門陰影

の増大とともに明瞭に増加している場合は明確な異常と見なされた。しかし、これらの所見は珪肺変化だけ

でなく、潜伏性の肺結核、顕著な慢性気管支炎、肺うっ血を伴う慢性心疾患など多様な原因でも発現し得る

ことが言及された。以上の議論を踏まえ、会議では線状陰影の異常増加の出現から、典型的な珪肺結節の形

成へと連続していく段階的な X 線画像の変化、すなわち疾患が進行する過程について検討することの重要性

が認識された。しかし、放射線陰影と病理所見との比較においては、慎重な解釈を要することも指摘され

た。会議の結論としては、放射線所見が病理変化を予測できるのは症例の一部に過ぎず、X 線像と解剖病理

学との関連が不完全なままであることが確認され、線状陰影を単純な X 線写真読影のみに基づいて珪肺症と

して診断を行うのは誤謬を招く恐れがあると指摘された 11。 

第 3 回国際会議は、1950 年オーストラリアのシドニーで開催され 11 ヶ国が参加した 12。敗戦国日本が ILO

に参加したのは 1951 年であり、第 3 回シドニー会議には参加できなかった。この会議を機に「珪肺国際会

議」から、「じん肺国際会議」に名称が変更された。これは第 1 回国際会議の時から、さまざまな鉱物性粉

じんによる肺疾患が議論されたことを背景としている。 

急性珪肺については、ヨハネスブルクの下水トンネル工事では、乾式掘削により作業員がわずか 7〜9 か月で

発症し、多くが結核を合併し死亡したことが報告された。また、粉じん抑制や医療管理が欠如したスイスと

フランスの岩石トンネル掘削では、15 か月間従事した作業員が、作業離脱から 44 か月後に重度の珪肺を発
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症した事例も報告された。こうした危険なばく露が黙認される背景として、土木請負業者の認識不足が強調

された。作業の一時性と労働者の激しい入れ替わりにより、健康を害した作業員が発症前に所在不明とな

り、病因の追跡を困難にしていた。参加者間では、微細な結晶質遊離シリカが慢性型だけでなく急速に進行

する「急性型」を引き起こすことが確認され、その存在自体には合意がなされた。しかし、診断基準に「結

節形成」を必須とするか否かで意見が分かれた。一方は急性型に結節は現れないと主張し、もう一方は結節

を必須とせず早期徴候に基づき個別判断する立場をとった。さらに、急性型が 9 か月から 2 年で結節を形成

し古典的病態へ進展する臨床経過や結核合併リスクも議論され、概念的な対立ではなく、補償や識別のため

の実践的な診断基準の調整に議論が集中した。最終的に、要約や勧告文書に「急性珪肺」の名称は明示され

ず、勧告は広く「じん肺」全体に対応するものとなった。 

この会議では、X 線所見の記述と病理学的解釈を厳格に分離するため、病理学的定義が除外された。目的は

各国の観察者が共通のコードで理解し合える実用的な仕組みの構築であり、補償や臨床診断、障害の判定と

は切り離された。初期段階の像は必ずしも疾患を意味しないとされ、病理用語を避け観察可能な所見に基づ

く「限局性陰影（discrete opacities）」や「癒合または塊状陰影（coalescent or massive shadows）」といった記

述的な表現が採用された。これは、現在の ILO 基準の基となったものである。また、第 1 回会議および第 2

回会議で議論された線状陰影、樹枝状陰影は、分類から除外された。その理由は、これらが珪肺症に特有の

像ではなく、正常な変化や他疾患との区別が困難なことにあるとされた。また、解釈に相違を生む曖昧さが

あり、国際的な標準化を損なうとも判断された。結果として、再現性が高く一貫して認識できる、明確なカ

テゴリーのみが維持された。一貫した分類を支援するため、カテゴリーの範例となる標準参照 X 線写真が国

際機関に保管され、良好な複製が配布用に作成されることとなった。X 線写真のコーディングは、該当する

番号と文字を付すシンプルな方式とされた。 

5.6 ILO じん肺レントゲン写真分類の変遷 

じん肺の ILO 分類は、世界共通の客観的な基準を提供することを目的とし、主に疫学調査や臨床研究の標準

化を目指して進化してきた(表 5.5)。その歴史を、あらためて俯瞰してみる。その端緒となった 1930 年版

（ヨハネスブルク会議）は最初の国際基準であるが、当時は比較用の「標準フィルム」が存在せず、医師が

記述的に病状を判断する Stage 1〜3 の 3 段階分類に限られていた。その後、1950 年版（シドニー）12 にお

いて、陰影の密度（広がり）と大きさを数値や記号で評価する実用的な体系へと移行した。大きな転換点

は、1971 年版（ILO U/C 分類）62 である。ここでは、石綿肺（アスベスト）に特有の網状影を評価するた

め、従来の円形陰影に加え「不整形陰影（irregular opacities）」の概念が導入された。これに伴い、陰影の幅

（太さ）に応じて s, t, u という記号が追加され、診断の精度が飛躍的に向上した。この体系は 1980 年版 63 

でさらに簡素化・洗練され、現代に至る分類の骨格が完成する。 
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21 世紀に入ると、2000/2011 年版 64 で画像診断のデジタル化への対応が本格化し、標準画像を用いた比較読

影（side by side）が一般化した。そして最新の 2022 年版 65 では、DICOM 形式等の完全なデジタル画像セッ

トへの移行が完了し、現代の医療環境に即した国際基準となっている。ILO は急性珪肺やシリコプロテイノ

ーシスの病態概念は認めているが、診断基準としてのレントゲン写真分類においては、これらを評価するた

めの基準は組み込まれていない。 

また、日下らによってじん肺の HRCT による国際分類（ICOERD）が、職業性呼吸器疾患のスクリーニン

グ、診断、および報告のために開発された 66,67。じん肺患者 46 名と対照 28 名を対象として ICOERD 

HRCT 読影と胸部 X 線写真（ILO/ICRP）におけるじん肺性陰影との相関が検討された。HRCT では類円

形陰影（RO）、不整形陰影（IR）、および気腫（EM）が評価された。ICOERD 読影は ILO/ICRP 基準と

相関し、じん肺粒状陰影（RO）の検出に有効であった。また、年齢と身長が肺活量、努力性肺活量、および 

FEV1 に関連し、EM 程度も FEV1 および最大中間呼気流量に関連しており、ICOERD 表記が適切である

ことを示唆した。ICOERD は形態学的評価（X 線写真との相関）と機能的評価（呼吸機能低下の反映）の両

面において、優れた国際基準であることが示された。 

表 5.5 ILO におけるじん肺のレントゲン写真定義の歴史 

Table 5.5 Historical Evolution of ILO Radiographic Definitions for Pneumoconiosis 

年度 タイトル 定義および歴史的意義 

1930 年 
第 1 回 珪肺専門家会議（ヨ

ハネスブルク） 

珪肺を「結節性線維化を特徴とする職業性肺疾患」と医学的に定義。結核

との鑑別が主要論点となった。 

1934 年 
ILO 第 42 号条約（珪肺条

約） 

珪肺を国際法上の「補償対象職業病」として初めて明文化し、加盟国に制

度整備を義務付けた。 

1950 年 
ILO 国際じん肺 X 線分類

（初版） 

胸部 X 線写真に基づく重症度分類を標準化。小陰影（0-3）および大陰影

（A-C）の分類法を導入。 

1958 年 
ILO 国際じん肺 X 線分類

（改訂） 

読影の再現性を向上させるための改訂。粉じんばく露による肺疾患を包

括的に整理。 

1968 年 
ILO 国際じん肺 X 線分類

（改訂） 

小陰影の形状（p, q, r）や分布を精緻化。進行性大陰影（PMF）の定義を

明確化。 

1971 年 ILO U/C 分類 
不整形陰影（s, t, u）を初導入。 アスベスト肺の評価が可能に。濃度評価

を 12 段階（0/-〜3/+）に細分化し、読影の客観性を大幅に強化。 

1980 年 
ILO 国際じん肺 X 線分類

（改訂） 

標準フィルムを改訂。石綿肺に伴う胸膜病変（プラーク等）の評価基準を

強化。 

2000 年 
ILO 国際じん肺分類（2000

年版） 

デジタル化前の集大成。小陰影の濃度分類（12 段階：0/-〜3/+）を詳細

に規定。 

2010 年 
ILO 職業病リスト 

（改訂） 

「線維性鉱物粉じんによるじん肺」として、最新の知見に基づき珪肺を職

業病リストに明記。 

2011 年 
ILO 国際じん肺分類（2011

年版） 
現行の国際標準。24 枚のデジタル画像。読影ガイドラインの最新版。 

2022 年 

ILO 国際じん肺分類（2022

年改訂版 / デジタル標準

画像） 

DICOM データに基づく「デジタル標準画像」を新たにダウンロード可能

とし、フィルムからデジタルへ完全移行。読影の国際的一致性を強化。 

ILO におけるじん肺のレントゲン写真定義の歴史を、著者がまとめて示した。1950 年〜1980 年の改訂版については、2011 年版ガイド

ライン内、または ILO リソースライブラリのアーカイブとして統合管理されている。 
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5.7 石川知福とヨハネスブルク定義 

ヨハネスブルク会議前後すなわち、戦前における日本の珪肺研究について振り返る。そこで、当時の日本に

おける珪肺研究の第一人者であった石川知福氏らによる 1937 年、1938 年の論文 68,69 を取り上げ、詳細に検

討する。この論文は、硝子原料製造・タイル製造・匝鉢製造にかかわる窯業労働者を対象とした研究であっ

た。当時の珪肺に関する医学論文で症例を詳細に記述しており、現代でも病態の再検証が可能な数少ない貴

重な文献の一つである。また、1930 年の ILO ヨハネスブルク会議を日本国内の現場で実践・検証した先駆

的な労働衛生記録でもあった。結論的には、石川の評価基準は、1930 年 ILO 基準を極めて忠実に日本へ導

入したものであると考えられる。石川は、1927 年 10 月から 1928 年 12 月まで，倉敷労働科学研究所に派遣

され，そこからヨーロッパに留学している。彼は同様に，ロックフェラー財団の奨学金を受けて，1931 年３

月から 1933 年１月までハーヴァードの公衆衛生研究所でフィリップ・ドリンカーと衛生問題及び粉じん問題

について共同研究を進めた 70。  

石川は上記論文の緒言において、慢性経過をたどる職業性疾患においては、罹患しているにもかかわらず初

期には自覚症状を欠く症例が少なくない。珪肺症はその典型例であり、実地調査の知見からも、多くの症例

では病期が第 3 期に進行し、症候が重篤化するまで自覚されないのが一般的であるとした。したがって、対

象作業場における珪肺症発生のリスクを推測するにあたっては、作業工程における塵埃発生状況の調査・観

察によって概ねその目的を達し得るが、最終的な診断および確定には胸部 X 線検査が不可欠である。また、

診断に際して臨床症状の評価や肺活量測定をはじめとする呼吸機能検査などを実施することは当然意義深い

ものの、これらは補助的診断に留まると記述している。 

これは、1930 年会議が珪肺診断を「X 線上の結節」に特化した流れをそのまま汲んでいる。石川は、ヨハネ

スブルク会議での分類の他に 5 人の分類法を参照しつつ、「結局大同小異なるものの如くである」と述べ、

「余の珪肺病気分類法」として、「第 1 期症」「第 2 期症」「第 3 期症」として定義している。それによれ

ば、「初期症状あるいは前駆症」は、「血管および気管支の周囲にリンパ管に沿って結合織の増殖あり、索

状の印影は主として肺門に向かって走って居る、尚リンパ腺の陰影も明瞭に現れ来る」とし、第 1 期を、

「肺門に向かって陰影像増強し、点状陰影が限局的に発現し来る」とした。第 2 期を、「点状陰影が左右肺

全般に瀰漫するもの。点状陰影が全肺に行き広がらない場合でも、結合織の増殖の陰影甚だ高度にて、病変

が第１期に比して、著しく進行せると思われるものも此の内に算入する」とし、第３期を、「点状陰影が全

肺に瀰漫し、所々に斑点癒合し塊状陰影を作る」とした。論文内の症例を見ると、線状影が主体のものか

ら、微細な小斑点（結節）が現れ始めたものを第 1 期としており、1930 年 ILO 基準を自身の病期分類とし

ていることが明瞭である。尚、石川は、米国ビクター会社製のレントゲン機械を使用し、撮影技術は名古屋

大学細江謙三氏による、と記載している。 
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石川らの全症例（30 例）の内容をみると、第 1 期と判定されながら、肺活量が著しく低下している症例が散

見される。1930 年 ILO 会議では、第 1 期を「呼吸器症状は軽微か欠如」「労働能力はわずかな障害」と定

義したが、石川らはこの定義を下敷きに診断を行っているため、X 線画像上「結節がまだ融合していない

（第 1 期）」と判定せざるを得なかった。前述の通り、1930 年基準では線状影は背景的な線維化であり特異

的ではないとされたが、石川らが記録した肺活量の数値は、画像上は線状影が主体の初期（第 1 期）であっ

ても、実際には血管や気管支周囲の広範な線維化によって肺機能障害が起きている病態を示唆している。石

川らは当時の最先端であった ILO1930 年基準を日本に適用することで、科学的・客観的診断を確立しようと

した。しかし 1930 年基準では、第 1 期なら機能障害は少ないはず、と予断されていたが、石川らのデータは

それを裏切る現場の実態、窯業特有の高濃度ばく露による肺機能低下の症例の存在を証明したとも言える。 

5.8 石川らの論文における全症例の再解析 

石川は、珪肺発症の因子には塵埃の物理化学的性質や労働強度、個人感受性があるが、ばく露リスクは単位

容積内の塵埃濃度と汚染空気吸入量の相乗積で示されるとした。したがって、勤続年数は累積塵埃吸入量を

左右する極めて重要な因子であり、年齢と勤続年数については強い相関が認められると述べている。 

そこで、本論文で詳述されている窯業労働者（ガラス原料製造工場）30 例の再解析を行った。図 5.1 は年齢

（満年齢）と暴露年（勤続年数）の相関図である。年齢は中央値 27.2 歳（四分位範囲：26.1-44.5 歳）、就業

年数は 7.6 年（2.8-12.1 年）であった。第 1 期が 21 例、第 2 期が 8 例、第 3 期が 1 例である。図を見ると

10 年未満で珪肺と診断されたものが、26 名でありこの内、30 歳未満が 17 名と若年者に多発していたことが

わかる。 

図 5.1 窯業労働者（ガラス原料製造工場）30 名の年齢（満年齢）と暴露年（勤続年数） 

Figure 5.1 Age and Exposure Duration of 30 Glass-Raw-Material Ceramics Workers 

 

石川らの論文[69]（松藤元 窯業従業者の職業性疾患特に硅肺発生に関する調査報告 第 4 報 珪肺患者の臨床的所見に就いて 労働科学

1938）は、対象 30 例を、健康肺者、初期珪肺者、第 1 期珪肺者、第 2 期珪肺者及び第３期珪肺者の４群に分類し、満年齢とばく露年

数（勤続年数）による相関図を提示している。本稿の図は、そのまま著者が再提示したものである。 
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全 30 例を第 1 期（21 例）と第 2 期および第 3 期（9 例）の 2 群にわけて、Wilcoxon rank-sum test で比較検

討した。両群における年齢の比較では第 1 期が第 2 期および第 3 期群より年齢が若く、有意差（p = 0.029）

があったが、就業年数比較では差がなかった（p = 0.69）。これは窯業以前の粉じん職場の就業状況が不明で

あることも関連している可能性がある。年齢と就業年数のピアソンの積率相関係数は、r = 0.58 であり中等

度の相関が認められた。これは、加齢による粉じんのクリアランス力の差も病期に関連していることも示唆

される 71。 

次に、2 群間の自覚症状を分析した。第 1 期群の傾向として、約半数の症例で自覚症状が全く認められず、

あっても軽微な症状である。具体的には、症状がある場合も、「軽度の咳嗽」や「少量の喀痰」、あるいは

労働時の一時的な胸痛など、日常生活に大きな支障をきたさない程度の表現が目立つ。第 2 期および第 3 期

群の傾向としては、有症率の高さと症状の多様化がある。咳嗽に加え、「呼吸困難」と「胸部疼痛」の両方

を明確に訴えている例などが散見される。 

年齢層（若年・中堅・高齢）と自覚症状の頻度および程度では、全体として、年齢が上がるほど無症状の割

合が減少し、呼吸器系を中心とした複数の症状を併発する傾向が示された。若年層（20 代：10 例）では、 

無症状の割合が非常に高く（7 例）、その程度も極めて軽微である。中堅層（30 代〜40 代前半：12 例）で

は、約半数に何らかの症状が現れ始め、「軽度の咳嗽」「少量の喀痰」といった呼吸器症状が明らかとな

る。高齢層（40 代後半〜50 代：8 例）では、半数以上で無症状または「特記すべきことなし」とされている

ものの、呼吸困難や胸部疼痛など、有症例の重症度が目立つようになる。2 群における肺活量を比較した

が、有意差はなかった（p = 0.27）。これは元データに体重および身長の記録がなく、パーセント肺活量

（%VC）などの体格補正が困難であったことが影響していると考えられる。 

5.9 石川らの論文における短期間暴露の若年者症例と朝鮮人 

石川ら論文では、若年者が短期間のばく露で重篤な珪肺を発症する事例が数多く報告されている。この背景

には、防塵対策としての作業環境管理の不備だけでなく、当時のガラス・タイル製造（窯業）特有の原材料

と作業環境が深く関わっていると思われる。ガラス製造の骨格となる珪砂（二酸化珪素）や、製品強度を高

めるための珪石は、いずれもシリカを主成分とする。これらの水を使わない「乾式粉砕」で細かく砕く工程

や、乾燥した素地を削る仕上げ工程において、極めて微細なシリカ粉じんが屋内に充満し、労働者の中には

高濃度の粉じんに直接ばく露されていた可能性がある。 

特筆すべきは、石川らが記述した「索状」「樹枝状」という表現である。1930 年当時の国際基準（ヨハネス

ブルク会議）では「珪肺＝結節（円形影）」という認識が主流であり、線状や樹枝状陰影は結節に至る前段

階として軽視されていた。しかし、石川らが捉えた「索状」や「樹枝状」という所見は、現代で言うところ

の不整形陰影（irregular opacities）や間質性線維化を指している可能性がある。 
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レントグン像に於いて、粒状陰影がなく、珪肺と診断しえない例でも、線維化が軽度みられる者は多数

に存するのであって．勤続 10 年以上者は殆ど其の全部に珪肺とは名付けがたいにしても、少なくとも塵

挨沈着による結合織増殖の様を客観的に認むるものである。 

これは窯業労働者が純粋な遊離珪酸だけでなく、長石やカオリン（陶土）などの珪酸塩を含む混合粉じんに

ばく露されていた実態を反映していたことが示唆される。 

東北大学放射線科の浅川は、「現今の情勢は粒状影のない珪肺レ線像はないと言うのが現在一致した見方の

様である。しかし遊離珪酸量の少ない粉じん労働者に粒状陰影の少ない、索状陰影が多いレ線像を示す症例

がある。これも珪肺として取り扱って差し支えない」72 と報告している。これらは現在、混合粉じん

肺 (mixed dust pneumoconiosis)と呼ばれているものに相当する可能性がある 73,74。高濃度のシリカ粉じんによ

る純粋な珪肺は、結節を作りやすい。混合粉じん下（シリカ粉じん濃度は低下）では肺胞隔壁の肥厚や線維

化が目立つという独自の病態を、石川らは現場調査から記録していたことが推測される。石川らの報告は、

結節主体だった当時の国際基準に対し、日本の労働現場における混合粉じん肺の実態を捉えていた可能性を

示唆する。 

さらに、石川らの論文では、「急性珪肺」にかかわる記述がある。 

硝子原料工場では、勤務実績 1 年以内でも既に 2 名（同年齢群の 14.3%に当たる）の珪肺者を出してい

るのは事実である。すなわち両名共にいずれも荷造場に従事する者であって、一人は 8 か月、他は 10 か

月勤務せる朝鮮人である。その内前者は第 1 期、後者は第 2 期珪肺の病変をレントゲン写真の上に露呈

している。かく短期間の粉じん吸入で既に珪肺症を呈することは、いかにこの硝子原料の粉じんが有害

性大であり、かつその粉じん飛散の度の大なるかを推定させるに足るものである。従来諸家の報告を見

るに、珪肺惹起までの勤務年数は、普通には 2.5 年以上であって、今回の如き特例を得たことは、実際

問題とも関連して特に注目すべき事実である。すなわち一般には 5 年以上の稼働者にして珪肺を発症す

るのが普通なりと認めているものの如くである。しかるに一方、文献中には余の場合の如く、はなはだ

しく急行性の珪肺例を報告している人もないではない。すなわち Hinze は陶磁器工にて 1 年の勤務実績

にて著明なる珪肺を発症せる者、ならびに 8 か月間の労働にて罹病の者 1 例、2 週間後罹病の者 1 例、6

か月罹病の者 8 例を報告しているとのことである。また白川氏は炭塵の吸入による炭肺者の例として、1

か月ならびに 1 ヶ年に第 1 期塵肺を惹起せる例を報告している。自分はこれらの文献を遍覧し、さらに

自らの例を以てかかる急行性鉱肺の発症し得ることを確信するに及んで、塵埃の害悪に一種の戦慄的恐

怖感を覚えるものである。しかし上記急性経過をとった朝鮮人の場合においては、通訳を介しての問診

により知り得た範囲においては、吸塵の機会を就職前にもたないのである。よって硝子工場とタイル工

場、ことに前者においては、悪性塵埃の発生はなはだしく、高度の非衛生的条件下にあることを否むこ

とができない。 
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以上の論述により、 1930 年代の窯業労働者において、すでに急性珪肺は存在したことが理解できる。しか

も急性珪肺の症例が 2 人の朝鮮人であったことを明記していることは、戦時の徴用と労働実態を考える上で

は注目すべきであろう。 

次に日本全国の金属鉱山における珪肺患者数の推定について述べる 75。1938 年（昭和 13 年）から 1947 年

（昭和 22 年）に報告された、全国 6 ヶ所の金属鉱山における珪肺発生率の調査報告（未発表資料を含む）を

もとに、佐野辰雄(労働科学研究所)が表としてまとめたものを一部改変して転載する 75。坑内夫数は全体で

2,801 例である。第 1 期は 406 例(14.5％)、第 2 期は 142 例(5.1％)。第３期は 51 例(1.8％)の合計 629 例

（22.4%）であり、特に粉じんの珪酸含有濃度との関連が分析されている(表 5.6)。佐野は坑内粉じん状況や

防塵対策について以下のように述べている。 

粉じん濃度は著明に増大しており各種の作業条件、衛生学的管理が十分でないことを示しており、発破

後 1 時間後でもはるかに限度をこえている。これらは全国の鉱山でも大差ありとは考えられない。湿式

削岩機は 934 にすぎず、乾式の際は 4224 に及ぶ。発破後 15 分から 2 時間で入坑する例が 7 割である。

粉じんを吸入せぬ方法としてのマスクについては、これまたー律にきわめて不備である。 

表 5.6 全国６ヶ所の金属鉱山における珪肺発生率(1938〜1947) 

Table 5.6 Incidence of Silicosis at Six Metal Mines in Japan (1938–1947) 

調査者 場所 岩石珪酸

含量 

被験

者数 

I 

期 

Ⅱ

期 

Ⅲ

期 

合計 備考 

寳来 他 

（昭和

13） 

兵庫 70%〜

90% 

87 16 15 6 37 10 年以上勤続者ノミ 

松下      

（昭和

14） 

九州 

 

209 36 13 7 56 就業平均 15.6 年（8.4〜23.1 年） 

今崎  

（昭和

18） 

静岡 63%〜

93% 

1277 28

4 

66 21 370 5 金属鉱山の合計 

井上     

（昭和

18） 

秋田 

 

542 8 9 3 30 
 

松尾 他 

（昭和

21） 

手稲鉱

山 

80%〜 99 13 12 3 28   

梶田     

（昭和

22） 

栃木 75%〜

90% 

587 49 27 11 117 結核 30 例を含む  

合計   

 

2801 40

6

（1

4.5

％

） 

14

2 

(5.

1%

) 

51

（1

.8

％

） 

599   

労働科学研究所珪肺準備委員会の報告[75] (佐野辰雄．全国金属鉱山に於ける珪肺患者数の推定 労働科学 1948)を一部改編して著者が

示した。尚この論文においては、胸部レントゲンにおける珪肺の状態についての論究はない。 

同様に昭和 21 年及び昭和 22 年度の２年間における珪肺および珪肺結核を調査した論文を紹介する 2。著者

は倉敷労働科学研究所初代所長の暉峻義等で、1920 年代に「社会衛生」という概念を押し進めた人物であ

る。暉峻は労働者の健康状態と経済・階層構造との関連性に着目し、わが国における珪肺症の病態解明と対

策立案に大きく貢献した。また、日本産業衛生協議会（現、日本産業衛生学会）の創立者の一人でもあった

69。対象となる 7 鉱山名は、北海道鴻之舞鉱山、岩手松尾鉱山、山梨宝鉱山、福島沼尻鉱山、栃木足尾鉱

山、愛媛佐々連鉱山、秋田小坂鉱山である。珪肺および珪肺結核の発生について以下の表で見る。坑内夫総
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数は 2,830 例であり、珪肺は 163 例（5.7%）、珪肺結核 13 例(0.4%）、合計 176 例（6.1%）であった。珪

肺のみ及び珪肺結核を合計した死亡例は 21 例（0.7%）であった。足尾鉱山（13.8%）や沼尻鉱山（13.3%）

において、特に高い罹患率が記録されている。合計 176 例の罹患のうち、純珪肺の III 期が 30 例、死亡者が

21 例含まれており、当時の労働環境における健康被害の深刻さが示されている(表 5.7)。 

表 5.7 珪肺及び珪肺結核の鉱山別発生数（1946〜1947） 

Table 5.7 Incidence of Silicosis and Silicotuberculosis Across Individual Mines (1946–1947)  

病期項目 

鉱山名 

坑内夫員数 

（全人数） 

純珪肺 

I 期 

純珪肺 

Ⅱ期 

純珪肺 

Ⅲ期 

純珪肺 

計 

珪肺 

結核 

純珪肺＋

肺結核 

坑内

夫％ 

死亡 

鴻の舞鉱山 104 (788) 0 0 1 1 2 3 3% 2 

松尾鉱山 1150 (2673) 1 6 7 14 2 16 1.4% 3 

賓鉱山 126 (378) 0 0 0 0 1 1 0.8% 0 

沼尻鉱山 120 (904) 8 3 0 11 5 16 13.3% 4 

足尾鉱山 848(検診) 56 38 22 116 0 116 13.8% 12 

佐々連鉱山 226 (1034) 0 0 0 0 1 1 0.4% 0 

小坂鉱山 256 (4112) 19 2 0 21 2 23 8.9% 0 

合計 2830 84 49 30 163 13 176 6.1% 21 

文献[70]（三浦豊彦 科学史入門：労働と健康の歴史—日本のじん肺を中心として 科学史研究 1994）の表を一部改変し著者が示した。 

しかしながら、1930 年代において急性珪肺の病態は文書化されておらず、国内の医師にとっても医学情報が

乏しく、その診断は困難であったと推察される。そこで、現在、急性珪肺はどのように定義されているかを

次に述べる。 

5.10 急性珪肺と急進型珪肺について 

珪肺はばく露期間と病理学的進行に基づいて、急性型（acute silicosis）、急進型（accelerated silicosis）、慢性型

（chronic silicosis）の 3 つに分類されている 76。 急性珪肺（または珪肺タンパク症）は、高濃度の結晶シリ

カ粒子が呼吸器系に短期間に大量ばく露することによって引き起こされる稀な肺疾患である。一方、急進型

珪肺はばく露後 5〜10 年以内に発症し、慢性珪肺よりも急速に進行するという特徴がある。ばく露強度との

関係については、急性珪肺と急進型珪肺は、高強度ばく露の結果として生じることが指摘されている。これ

らは低用量ばく露後数十年かけて発症する慢性珪肺と明確に区別される 77。米国国立労働安全衛生研究所 

(NIOSH)によれば、主な症状は激しい咳、体重減少、重度の呼吸困難、全身倦怠感であり、患者は数週間の

うちに急速に症状が悪化する。この疾患の予後は非常に悪く、多くの症例で症状発症から数か月ないし数年

以内に呼吸不全で死亡する 78。顕微鏡的病理所見では、periodic acid-Schiff 反応陽性の肺胞滲出物（肺胞性リ

ポプロテイノーシス）および肺胞壁への細胞浸潤が認められる。電子顕微鏡観察では、肥大したⅡ型肺胞上
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皮細胞が肺胞を覆っている。これらの肥大した肺胞上皮細胞が、過剰なタンパク質性物質やサーファクタン

トタンパク質を産生し、結果として肺胞がタンパク質を含む物質で満たされることがある 79。しかし、急性

珪肺と急進型珪肺の具体的なリスク因子と分子病態は明らかになっていない。さらに、急進型珪肺の早期診

断法の確立が重要な課題として残されており、現在のところ確実な診断方法が確立していない。 

短期暴露後の珪肺は世界的に報告されている。諏訪廣一郎によれば、米国においては 1900 年に急性珪肺の症

例が初めて報告された 80。その後 1930 年および 1932 年に混合粉じんによる同様の症例が報告された。1934

年には剖検された症例の病理所見として、肺胞内に高濃度のタンパク質を含んだピンク色の液体が充満して

いる著しい浮腫の症例が報告された。日本においては、先の石川らの論文における 1930 年代の症例を紹介し

た。さらに 1952 年の詳細な症例報告 80 によれば、25 歳の男性が鋳物工場で 190 日間就労し、胸部レントゲ

ン写真で ILO 珪肺２度の像を示し、その読影は東京大学岡教授、労働省山本技官と記載されている。過去の

文献報告では、国内で 2 例、外国で２例がある程度である、と追記している。ポーランドでは、2000 年から

2019 年の間にポーランドの中央職業病登録簿に報告され確定されたシリコーシス症例、2,066 件が分析され

た。32 例はシリカばく露後 5 年未満の後に発生し、年齢は 50 歳(中央値)であった 81。韓国で最初の急進型

珪肺症の症例が 2005 年に報告された。患者は 61 歳の男性で、炭鉱で 9 年間勤務し、その後 14 年間にわた

りセメントと砂を扱う建設現場で働いていた 。胸部 X 線では 3〜10mm の小結節が両肺に散在していた。2

か月後、結節のサイズと数が増加し、高分解能 CT（HRCT）では、主に右上葉および小葉中心性に分布する

境界鮮明な多数の結節を認めた。粟粒結核は否定され、経気管支肺生検（TBLB）標本の偏光顕微鏡検査で

は、シリカに典型的な偏光粒子が観察された。免疫学的な背景因子の関与も推測された 82。ペルーのリマに

おける 32 歳男性の症例報告では、21 歳から 2 年間、1 日 12 時間労働でシリカ（砂）を含む土壌の移動作業

に従事した経歴が示されている。この症例は合計 5 年間のシリカ粉じんばく露歴を有しており、ILO 国際じ

ん肺 X 線写真分類（2022 年改訂版）を用いた胸部 X 線写真の読影では、粉じん影の広がりは 3/3 (q/q)、両

側の上部・中部・下部に認められ、石灰化を伴わない肺門リンパ節腫脹を認めた。ペルーは鉱山国である

が、鉱山だけでなく砂や粘土の原料生産に関した業種でも急性珪肺や急進型珪肺がみられることに注意を喚

起している 83。 

中国河北省において、2001 年から 2015 年までに新たにじん肺と診断された症例（国家職業病及び職業衛生

情報監視システムから抽出）のなかで、若年成人における症例は合計 1,519 件（全症例の 21.6%）であっ

た。急性進行型で最も多かったのは珪肺症であり、全症例と比較すると、若年層の患者はばく露期間が短

く、ステージ II/III の症例が多く、悪化率も高くて、より多くが中小企業に集中していた。そこでは出稼ぎ労

働者の雇用が多く、防護対策も不十分であった。中国の代表的な重工業省である河北省では、若年成人のじ

ん肺症が深刻な状況となっていると報告された 84。 
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ここで、1990 年代後半における中国のじん肺事情を象徴する、筆者の貴重な臨床・交流経験を提示したい。

1997 年 3 月、福井県と友好関係にある中国浙江省医学科学院衛生学研究所の張所長の誘いで中国を訪問し

た。張医師は、福井医大放射線科にじん肺を研究するために 1996 年まで 5 年間留学していた。大学から依頼

され、私は共同研究者となった。私が診療しているじん肺患者 25 名が協力して、研究の対象者として検査を

受けた。じん肺の診断における、高分解能 CT や放射性テクネシウムガスを使った検査の有用性を検討した

研究であった 85。浙江省は人口 4,400 万で、医学科学院には衛生学研究所、ウイルス研究所、寄生虫研究

所、家庭計画研究所など 7 つの研究所に合計 400 人の研究者を要する、中国でも代表的な研究所の一つであ

った。私は衛生学研究所の職員を前に、「日本のじん肺」と題して講演をさせていただいた。当時の浙江省

では粉じん作業労働者は、炭鉱労働者が 10 万人、次が鋳物産業、石綿、セメント労働者であった。講演後の

質疑応答において、中国側の医師から非常に興味深い質問を受けた。それは、「中国では急性珪肺の治療とし

て、全身麻酔下での気管支肺胞洗浄を積極的に行っているが、日本での実施状況はどうか」というものであ

った。当時、すでに慢性症例が主体となっていた日本国内においては、該当するような急性・急進型の重篤

な対象症例が存在しなかったため、国内での実施例はない旨を回答したが、当時の中国において短期間の大

量ばく露に起因する急性珪肺が多発し、かつ臨床現場で実質的な全肺洗浄術が適応されているという実態に

驚いたことを鮮明に思い出す。  

2017 年スリランカ初の、急性珪肺に対する気管支肺胞洗浄が行われた 15 歳のスリランカ人少女の症例報告

がある。彼女は、6 か月間にわたり進行性の呼吸困難および乾いた咳の症状を呈しており、家庭環境でシリ

カにばく露した既往があった。高解像度コンピューター断層撮影（HRCT）では、両肺に crazy-paving pattern

（舗石状陰影）が認められ、肺胞蛋白症が示唆された。開胸肺生検により、強い periodic acid–Schiff 陽性かつ

ジアスターゼ耐性の amphophilic material が肺胞内に認められ、これは肺胞蛋白症と一致していた。彼女は定

期的に区域性気管支肺胞洗浄を行われた結果、症状、運動時の酸素飽和低下、および胸部 X 線所見が著明に

改善した 86,87。  

近年、シリカ含有量が高い「人工石」の普及により、若年層で進行が速く死亡率の高い症例が急増している-

88-90 。診断にはばく露歴と画像診断が不可欠である。胸部 X 線写真では、対称的な両側肺の bat-wing（コ

ウモリの翼状）分布の陰影、浸潤影またはすりガラス様陰影が認められる。胸部の HRCT は診断に不可欠で

あり、小葉間隔壁の肥厚を伴うすりガラス様陰影として crazy-paving pattern が認められる。浸潤影、すりガ

ラス様陰影、そして融合を伴う多数の小さな中心小葉性結節も、シリコプロテイノーシス患者の HRCT 検査

で指摘される所見である 89。治療の基本は粉じんばく露の即時中止であるが、呼吸不全を伴う症例に対して

は全肺洗浄（WLL）が有効な治療選択肢となる。自己免疫性 PAP に用いる GM-CSF（granulocyte-

macrophage colony-stimulating factor）療法は本疾患への有効性が証明されておらず、重症例では肺移植が検討

される 91 。 
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戦前戦中の日本において急性珪肺の症例はほとんど論文化されていない。珪肺自体も都市にある大学病院に

おいては稀な疾患であった。東北大学で 1918 年から 1928 年の 10 年間に行われた剖検はおよそ 1,500 例で

あり、そのうち珪肺が診断されたのは３例のみであった 92。鉱山が立地する山間地帯の医療資源が極めて限

定的であったこと、ならびに当時、急性珪肺の病態自体が医学的に文書化されていなかったことが重なり、

鉱山病院の医師にとってその正確な診断は困難を極めたと推察される。また湿式削岩機の使用率は戦争直後

でもわずか 6%程度であり粉じん濃度は高く、坑内の換気も不十分であった。さらに防塵マスクも TS 式であ

って防塵効果は低く、しばらく装着すると呼吸困難になるために、マスクの代わりにガーゼマスクや手拭で

口や鼻を覆う方法が見られた。さらに採用時の検診においても一部の鉱山でしか行われていなかった。 

5.11 神岡鉱山における戦中徴用労働者と捕虜労働 

岐阜県神岡鉱山における戦時労働者の実態を振り返ることで、中竜鉱山の当時を推測したい。それは、三井

鉱山は三井三池炭鉱が最大の経営母体であるが、非鉄金属鉱山では「東洋一の亜鉛鉱山」といわれた神岡鉱

山の存在が大きく、1940 年に中竜鉱山の株式の大部分を取得し傍系会社としていることがある。神岡の技術

と製錬ネットワークをそのまま注入されたのが直系鉱山である中竜鉱山であり、神岡だけでは賄いきれない

戦時下の爆発的な軍需（弾薬や真鍮の原料となる亜鉛・鉛）を支えるため、神岡に次ぐ重要な国内供給源と

して急ピッチで大発展を遂げたという歴史的立ち位置を持っているからである。 

神岡鉱山では、太平洋戦争の激化に伴う深刻な労働力不足を補うため、 1941 年以降は総動員法に基づく勅

令として、徴用令による勤労報国隊や女子挺身隊の応援で 2044 年 3 月には従業者は 6445 名（うち出征者

812 名）とふくれ上がった 93。また、軍の命令によって徴用労働者や捕虜の使役が積極的に進められた。同

鉱山では 1939 年から朝鮮人徴用労働者が系統的に導入され、1942 年末からは陸軍管轄下で連合国軍捕虜の

使役も始まった 94。終戦時には、イギリス、アメリカ、オーストラリア、インドネシアなどの捕虜が約 945

名から 1,000 名に達していた。これらの労働実態は劣悪であり、物資不足による食糧難から捕虜の死亡問題

は戦後 C 級戦犯に問われる禍根を残した 94。一方、終戦時に 1,297 人を数えた朝鮮人労働者の置かれた環境

は、捕虜以上に過酷であったと推測される。国際条約の適用や、会社側による食糧補給への奔走や作業内容

の限定といった一定の配慮がなされた白人捕虜に対し、朝鮮人労働者はそのような保護の枠外に置かれ、よ

り危険な労働および生活環境に直面していたと考えられる。しかし、捕虜や徴用朝鮮人の珪肺含めた健康実

態、死亡数などの詳細なデータは残されていない。三井金属工業株式会社編集による『神岡鉱山写真集』に

は戦前戦中の豊富な写真と詳細な解説が載っている 93。しかし捕虜や徴用朝鮮人に関連した記載は一文字も

ない。このことは徴用労働者や捕虜労働者に関する事実はタブー視されていたと思われ、それらに関する資

料が残っていな原因であると考えられる。 

神岡鉱山病院の前身である鹿間医院が開設されたのが 1889 年（明治 22 年）であり、1931 年（昭和 6 年）に
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X 線装置が購入された。1934（昭和 9 年）に病床数 14 の医師 2 名の神岡鉱業所医院が誕生していたので、

戦前戦中における鉱山労働者の診療は当然していたと考えられる。1951 年（昭和 26 年）に病床数 80 の神岡

鉱山病院が開設された。『神岡鉱山病院創立 50 周年記念誌』を見ても、戦時労働者の健康問題に関する記述

はない 95。現在、神岡や中竜をはじめ国内の多くの鉱山では当時の関係資料のほとんどが失われているが、

当時神岡鉱山の労務課に在職していた石川秀雄氏の聞き取り記録が貴重な手がかりとなっている 94。したが

って、今後は各地の資料をさらに網羅的に調査し、記録の乏しい朝鮮人労働者らの被害の実情を丹念に拾い

上げていくことが、医学史研究の重要な課題である。 

これまで見てきたような、戦前戦中の劣悪な労働条件や作業環境管理のなかで、日本人坑夫においても急性

珪肺が存在していた可能性は高い。戦争末期に至り急増していた朝鮮人徴用工においても、その存在を推認

するのが妥当であろう。 

5.12 日本のじん肺法における基準と制度の変遷 

日本は第一次大戦直後の 1919 年に国際労働期間 ILO に加盟した。1924 年には政府により、珪肺が鉱山での

仕事と直接関係のある病気として調査が行われた 70。1930 年ヨハネスブルクで行われた第 1 回 ILO 主催の

国際会議に影響された日本は、同年 6 月に珪肺を業務上疾病として認定し通達した。この時から、珪肺の名

称が正式に用いられることになった 70。 

1926 年に健康保険法が施行されたことにより、 1930 年以降に認定された珪肺症の患者は健康保険負担によ

る治療を受けられるようになった。しかしこの保険は、労働中の事故、職業性疾患と一般の疾病を区別なく

補償する仕組みであった。そのため、職業的疾患とその例外を区別せずに認知することになり、実質的な補

償がほとんど行われない保険制度が終戦まで続くこととなった。 

戦後の法整備は、1947 年の労働基準法制定により、じん肺が職業病として補償対象と規定されたことから始

まった。当初は「けい肺措置要綱」などの行政指導による健診が主であったが、1950 年代に入り鉱山現場な

どでの深刻な珪肺被害を受け、法制化を求める動きが加速した。1955 年には「けい肺および外傷性せき髄障

害に関する特別保護法」が成立し、健康診断の実施や、療養期間の延長（3 年から 5 年）が定められた。さ

らに 1958 年には医療の進歩に合わせ、療養期間を延長する臨時措置法が制定された。大きな転換点は 1960

年のじん肺法成立であった。これにより、従来の珪肺だけでなく、他の鉱物性粉じんによるじん肺全体へと

対象が拡大された。制度の根幹をなす 1977 年の改正では、じん肺管理区分の決定プロセスが精緻化された。

ここでは、肺結核以外の合併症についても取扱いが整理され、医学的所見と区分システムである「管理 1〜

4」を結び付けて、就業上の措置や補償制度の基礎が確立した。また、診断書への喫煙歴記入の義務化などが

行われた。さらに 2010 年の改正では、かつて、じん肺の進行を加速させる最大の要因とされた肺結核の治療

環境の変化を受け、その位置づけが再定義された。このように、ILO 基準が画像の国際標準を追求してきた
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のに対し、日本の基準は ILO 定義に基づきながら、一方で実務的な要請に応える形で独自の深化を遂げてき

たと言える。 

2025 年度の労働政策審議会安全衛生部会じん肺部会において、1978 年以来となる「じん肺診査ハンドブッ

ク」の抜本的改訂に向けた審議が行われた 96。この改訂案では、「急性けい肺症」及び「急進けい肺症」の用

語と定義が新たに盛り込まれた。背景には、人工石（エンジニアード・ストーン）加工現場等で、数か月か

ら数年という極めて短いばく露期間で重症化する例が国外で報告されているという現実に加え、従来の「10

年以上のばく露」を前提とした指針ではこれらを捉えきれないという認識があった。急性珪肺は、肺胞蛋白

症様のパターン（crazy-paving など）を呈し、一般的なじん肺の結節影とは異なる淡い陰影を示すのが特徴で

ある。改訂案では、CT 検査の画像所見や「その他の陰影」としての留意事項を明記することで、診断遅延の

防止が厳格に図られている。また、ILO 国際基準への準拠を含めた診断基準の国際標準化も強く強調され

た。審議を経て提案された具体的な改訂案（急性および急進けい肺症の診断プロセス・定義）の要点は以下

の通りである。 

 

珪肺の肺病変は三つに分類される。 ①急性けい肺症 （acute silicosis または silicoproteinosis） 短期間に

高濃度の遊離けい酸を吸入することで発症する肺胞蛋白症に似た病態である。 ②急進けい肺症 

（accelerated silicosis） 高濃度の遊離けい酸を含む粉じんを吸入することで、5 年から 10 年の短期間で

けい肺を発症する病態 をいう。 ③慢性けい肺症 （chronic silicosis） 濃度の高い遊離けい酸を含む粉じ

んを吸入することで、粉じんばく露からおよそ 10 年以降に発症するけい肺である。 ア）単純型けい

肺：遊離けい酸により形成されたけい肺結節と呼ばれる硝子化した膠原線維からな る結節が上肺野背側

を中心に多数みられるけい肺症。 イ）複雑型けい肺症：けい肺結節が増大または癒合してできる進行性

塊状線維化（PMF:Progressive massive fibrosis）を形成するけい肺症 

1930 年の第 1 回珪肺国際会議（ヨハネスブルク）は、珪肺を「結節性線維化」と定義し、国際的な補償への

道を拓いた歴史的転換点であった。しかし、この「ヨハネスブルク定義」は南アフリカの金鉱山産業の利害

を反映しており、低濃度・長期ばく露による慢性疾患を「真正の珪肺」とした。一方、高濃度ばく露による

「急性珪肺」は、 1938 年の第 2 回国際会議、1950 年の第 3 回じん肺国際会議において議論はされたもの明

確な定義はされなかった。この医学的枠組みの限界は、ヨハネスブルク定義を忠実に取り入れようとした日

本において、戦時下徴用された朝鮮人労働者のみならず日本人労働者においても、急性珪肺の被害を見えに

くくする構造的要因となった。その根拠として、石川知福らが 1930 年基準を忠実に導入して解析した窯業現

場における報告を取り上げた。そこでは、短期間のばく露で重症化する若年者や朝鮮人労働者の事例が報告

されていた。さらに結節を伴わない線状陰影、樹枝状、分枝状陰影などの所見が詳細に記録されていた。こ

のような粒状陰影以外の線維化所見の記載は、1950 年代までの日本の論文に散見される。戦時下、九州、山

口、福井県（中竜鉱山）の粉じん職場に動員された A 氏は戦後、管理区分 2 の慢性珪肺と診断された。A 氏
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の存在は、珪肺の歴史を俯瞰しつつ、現代の臨床を捉え直す視点の重要性を我々に提起していると言える。

その後、ILO 分類はデジタル化やアスベスト肺への対応を経て進化したが、急性珪肺は長らく定義されない

ままであった。しかし近年の世界的な人工石加工に伴う若年層の急進的な被害増加を受け、日本の 2025 年度

「じん肺診査ハンドブック」改訂案では、「急性けい肺症」や「急進けい肺」が明文化されることとなっ

た。実に 100 年近い時を経て、当時の産業保護という政治経済的要請のために長らく見過ごされてきた病態

が、日本においてもようやく医学的・法的な公的枠組みへと統合されようとしている。 

第 6 章 本名署名と母語回帰からみる生涯の葛藤と精神的外傷 

6.1 累積ばく露量の医学的実態と職業転換の障壁 

A 氏のじん肺および振動障害の病態において、量反応関係（dose-response relationship）としては戦後 50 年にお

よぶ国内での継続的な累積ばく露量が多く、戦時下の数年間のばく露の関与は限定的かもしれない。一方、

戦後の高度経済成長を支えた現場では、多くの労働者が身体的変調を自覚した後も就労を継続せざるを得な

い実態があった。私が診断した殆どの事例でも、症状発現時に事業所や産業医から職業病専門医への紹介

や、他職場への移動を助言され転職した労働者はおらず、多くは新たな労働スキルの獲得が難しく「この仕

事しかできない」と述べていた。 

戦後 50 年の中で A 氏の転職機会が皆無であったと断定することは困難かもしれない。しかし、Galtung J や

古賀・近藤らが提唱する「構造的暴力（structural violence）」97「社会環境が生み出す暴力」98 の視座に基づけ

ば、その選択肢が実質的に極めて制限されていた背景が見出される。第一に、粉じん・振動ばく露による呼

吸機能低下や手の痺れなどの症状は、有害業務からの離脱を試みる段階において、事務職や精密な手作業、

あるいは軽作業への職業転換を阻む不可逆的な身体的障壁として作用した可能性が高い。第二に、当時の社

会構造における民族的・制度的マイノリティという属性が就労機会の不平等をもたらし、他者が忌避する危

険な職場に労働者をおのずと固定化させた。 

「私の炭鉱遺産-じん肺患者百二人の誇り」という、北海道内の炭鉱で働いた坑夫たちの証言集がある 99 。

その中では、坑内における防塵マスクの有無について生々しい証言が記録されている。たとえば、1949（昭

和 24）年に炭鉱に入職した際の「マスクはなく、手ぬぐいやタオルを使っていた」という証言や、1955（昭

和 30）年から仕事を始めた際の「最初はタオルで鼻や口を覆っており、4〜5 年経ってようやくマスクを渡さ

れた」という証言がある。また、1964（昭和 39）年の時点でも「競争のようにハッパをかけられ、マスクな

んてつけていられなかったため、タオルで覆っていただけだった」と語られており、さらに 1973（昭和 48）

年に至っても「上司からマスク着用を強く言われることもなく、息苦しいために作業中は外していた」との

証言が残されている。これらの記述から、戦後の 1970 年代に至るまで、北海道の炭鉱の作業現場では防塵マ
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スクが適切に着用されていなかった実態が浮き彫りとなる。戦後の平時ですらこのような状況であったこと

を鑑みれば、それ以前の戦時下鉱山における坑内労働者への防塵措置がどれほど劣悪なものであったかは、

誰もが容易に想像できるであろう。 

したがって、A 氏が戦後も有害環境に留まり累積ばく露量を増大させたプロセスは、単純な自由意志による

選択の結果というよりも、不平等な社会環境の中でさらなる有害業務へ構造的に組み込まれていった、日本

の産業史における「構造的暴力」の連鎖の一側面を示していると考えることができる。 

6.2 名前と尊厳：生権力への抵抗と「自己の回復」 

A 氏が長年伏せてきた本名を、労災申請の際に初めて記したことは、単なる事務手続き以上の意味を持って

いる。朝鮮併合後の創氏改名は、1939 年の「創氏改名令」により朝鮮人に日本式の名前を届け出させた政策

である。民族的なアイデンティティを奪い、皇民化を強制する同化政策として実施された。A 氏が、戦時中

から戦後にかけて通名使用を強いられ、職業病の認定という公的な場で本来の姓を名乗ったことは、沈黙を

強いられてきた歴史に対する、本人の意思による尊厳の回復としての実存的な行為であった。 

これは、ハンナ・アーレントが説いた「公的領域における自己の開示」という考え方と結びついている。ア

ーレントによれば、人間にとっての本当の生きる意味や尊厳とは、単に生物学的に生きていること（私的領

域）だけでは満たされない。他者が存在し、互いの姿を見聞きし合える社会的な場所において、自らの言葉

で語り、主体的に行動することを通じて、初めて「自分は何者であるか（disclosure of 'who'）」を他者に示す

ことができる。このプロセスをアーレントは「自己の開示」と呼び、これによって人は初めて人間としての

尊厳や、その人らしさを確立できるとする 100 。しかし、社会の仕組みから排除され、その声を社会に届け

る場（公的領域）を奪われた個人は、自らを開示し、存在を承認される機会そのものを失ってしまう。A 氏

にとって、労災申請の場は補償を求めるための事務的な場所ではなく、国家という巨大な組織に対して自ら

の名前を名乗り直すことで、消されそうになっていた自身の人生を証明する場であった。このように考える

と、本症例における労災認定のプロセスは、医学的な回復だけでなく、長年の差別の中で奪われていた個人

の尊厳を、社会的な承認を通じて回復させる契機であったと考察できる。 

ミシェル・フーコーによれば、近代社会における医学的知見は、健康を守る手段だけではなく、しばしば個

人を管理・統制する「生権力（バイオパワー bio-power）」として機能すると指摘した 101。「生権力」と

は、人間の出生、死亡、健康、安全を制御し、個々の身体を管理・教育することで、集団全体を最適化しよ

うとする現代の支配形態を指す。この視点から、じん肺や振動障害がどのように扱われてきたかを読み解く

と、いくつかの重要な側面が見えてくる。 

医学的な知識は常に中立的であるとは限らない。社会を管理するために、特定の知識が活用されることがあ
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る。職業病の診断基準がつくられる際、純粋な医学的な側面だけでなく、企業や政府にとって管理しやすい

かどうかという政治的な意図が影響を与えてきた。権力は、個人を「健康で働ける人」と「救済の対象とな

る患者」に分類するルールをつくる。じん肺や振動障害の診断基準が時代によって変わってきたことや、過

去の国際会議などで認定の基準が議論されてきた歴史は、まさにこうしたルールづくりが政治的な交渉の場

であったことを示している。病院や職場での健康診断といった日常的な場を通じて、労働者自身も「この診

断基準が正しい」と信じ込むようになる。その結果、権力がつくったルールに疑問を持たず、自発的に従う

ようになることが多い。こうしたプロセスが、職業病の被害を長期間にわたって気づきにくくさせ、問題を

隠してしまう根本的な原因となっていたと考えられる。職業病の診断や労災認定は、単なる臨床的な判断だ

けで決まっていたのではない。それは常に、企業や行政が労働者の身体をどのように管理・運用するかとい

う政治的な思惑の影響を強く受けてきた、歴史的な仕組みであったと解釈できる。 

戦時は及ばず戦後においても、多くの企業医はじん肺の初期症状を把握しながらも、生産性向上を優先する

合理化の論理に基づき、労働者にその事実を告知しなかったという 1。私のじん肺の診断において、過去の抗

内における安全対策について必ず話を聞くが、多くの労働者が必要な防塵知識と対策を事業主が提供してく

れなかったと述べている。これはトンネルじん肺裁判において圧倒的な資料の中で論証されてきたことでも

ある。また私の振動障害の診断プロセスの中でも、患者に過去の雇用主による振動障害の検診履歴を必ず問

診する。その場合多くの労働者は検診時の問診票に自分の症状を申告していない。それは申告すれば仕事か

ら外されてしまい生活ができないという不安に基づいていた。 

トンネルじん肺裁判は、公共工事等のトンネル掘削現場で高濃度の粉じんを吸い込み、深刻なじん肺に罹患

した労働者たちが、国やゼネコンなどの建設会社を相手取り、損害賠償と防塵対策の徹底を求めた一連の集

団訴訟である 102。1985 年 1 月、常磐トンネルじん肺訴訟が福島地裁いわき支部へと提訴されたのがすべて

の始まりであり、2026 年の第８陣まで続いている。裁判では、被告側の安全配慮義務違反や国の規制権限不

行使が厳しく追及された。その結果、原告側の全面的な勝利や和解が相次ぎ、国の謝罪や救済基金の設立、

さらには作業環境を改善するための法的な防塵規則の強化へとつながる、日本の産業医学・労働運動史にお

ける重要な転換点となった。 

これまでに和解・解決を迎えた原告（被災者・遺族）の総数は、累計で約 2,600 人以上に上る。戦後のトン

ネルじん肺裁判が企業の安全配慮義務と国の規制権限の不作為を認めた地平に立つならば、戦前・戦中の鉱

山は、その双方が完全に機能不全に陥った高濃度粉じん空間であったと言える。法規制や防塵措置はおろ

か、個人の労働環境を選択する権利すら剥奪された国家総動員体制下の鉱山労働は、生存のための安全配慮

が制度的に破棄された、まさに防塵なき、逃げ場なき「構造的暴力」の極致として位置づけられる。 

私自身の 40 年にわたるじん肺や振動障害をはじめとする職業病や労働災害にかかわる臨床経験においても、

権力と専門知識が結びついた巨大な力の構造に直面してきた。これは、労災職業病に関わる認定、治療、症
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状固定（労災終了）における行政の対応、じん肺に関連した民事訴訟において国家権力に依頼されて意見書

を書く専門医の実情を実体験してきたことから確実に言える。また、戦争直後、労働組合は珪肺（じん肺）

問題を重要課題として掲げ、珪肺法制定に向けた運動を展開するなど積極的な役割を果たした。しかしその

後、エネルギー革命に伴う炭鉱閉山や大量失業といった急迫した課題への対応に追われるなかで、粉じん作

業離職後も進行する慢性疾患としてのじん肺対策は、運動の中心的課題としての位置を次第に弱めていっ

た。こうした歴史的経過のもとで、離職後に発症・進行する多数の元労働者が十分な対策の枠外に置かれ、

その結果として数万人規模に及ぶ潜在的被害が累積することとなった 103。A 氏が公的手続きの中で本名を書

き記した行為は、こうした巨大な「知と権力」の網の目から自らを解き放ち、剥奪されていた自己の主体性

を奪還する闘いであったと解釈できる。 

6.3 認知症と母語回帰 

晩年の A 氏に見られたハングルの表出は、精神医学における「母語回帰現象(reversion to the first learned 

language)」として捉えることができる。これは多言語環境下で育った人が、加齢、認知症の発症、あるいは

心理的ストレスを契機に、獲得した第二言語を喪失し、幼少期に身につけた第一言語へと回帰する現象を指

す 18,104。アルツハイマー型認知症において、第二言語は第一言語より脆弱であり、病状の進行に伴う第一言

語優位への回帰は多くの症例で報告されている 18,104,105。その背景には、認知症による言語制御や干渉制御

の破綻に加え、心理的要因が関与している可能性がある。特に負の自伝的記憶の想起において、母語は外国

語よりも苦痛や覚醒との結びつきが強く、外傷記憶と結びついた言語が選ばれやすくなる側面があるためと

されている 106。 

A 氏の事例は、日本語の喪失過程で抑圧されていたアイデンティティが意識の表層に現れたものであり、戦

時下の未解決のトラウマ（psychological trauma）が老年期まで精神の深層に刻まれていたことを示唆してい

る。A 氏の過酷な労働履歴とそこに刻まれた傷痕は決して特異なものではない。晩年の母語回帰や、労災申

請時における本名の署名は、長期にわたる社会的差別のプロセスを経てなお維持され続けた、個人の尊厳の

最後の証左と考える。 

6.4 職業病の社会的不可視化 

これら深刻な職業病が、なぜ長年にわたり公的に認識されず、放置されてきたのか。その背景には、戦後に

みられた産業合理化と労働者管理における構造的な「不可視化（rendering invisible）」のメカニズムが指摘さ

れている 107。じん肺の認定は純粋な医学的判断ではなく、国家や産業界の利害による政治的交渉の結果であ

った。1960 年以降の振動障害に係る法整備も、国家と企業の負担を抑えるための基準に改定されてきた経緯

がある。日本の労働衛生は経済成長を優先し、労働組合の機能不全も相まって予防を遅らせた側面がある

107。 



50 

 

炭鉱の歴史において、爆発事故や落盤といった劇的な惨事は、瞬時の悲劇として広く記録・記憶されてき

た。対照的に、粉じんばく露によって肺機能が数十年かけて漸次的に損なわれていくじん肺は、公的な歴史

記述からも長く欠落していた。Thomann は、1970 年代以降に本格化した一連のじん肺訴訟こそが、この「見

えない病」を公共の場へと引きずり出し、沈黙を強いられてきた労働者たちが自らの実存的なアイデンティ

ティを再構築するプロセスであったと論じている 1。特定の民族が過酷な現場に集中した構造的不平等は、鉱

山における被害の不可視化に連結していると言える。歴史に埋もれた個人の尊厳を回復するために、断片的

な記録から個の輪郭を浮き彫りにする作業は、現代の労働者における権利を考える上でも重要な学術的営為

であると考える。 

本論文の限界は、主に A 氏という単一の症例報告に基づいて展開されている点にあり、中竜鉱山における朝

鮮人徴用労働者全体の健康被害の規模や労災認定の実態について、定量的なマクロデータの提示が不足して

いることである。また、戦時下の一次史料の散逸により、当時の具体的な作業環境や民族的な優先配置の構

造を客観的に裏付ける公的記録の検証に制約がある点も挙げられる。今後の研究課題としては、 他地域の金

属鉱山や炭鉱における徴用労働者の症例を広く掘り起こし、複数症例の比較分析を行うことで、振動障害や

珪肺の普遍的な病態および暴露実態を解明することがある。また、晩年の認知症に伴う「母語回帰現象」や

通名を拒む「本名署名」に象徴される歴史的トラウマのメカニズムについて、精神医学、心理学、社会医学

の観点からさらなる多角的なアプローチを進めることが必要である。さらに、 日韓両国に分散する医療記録

や歴史資料の共同調査・デジタル化を推進し、社会的・歴史的に不可視化されてきた職業病被害の全体像を

解明する学際的評価基準を確立することがあげられる。 

第 7 章 結語 

本研究は、中竜鉱山における朝鮮人徴用労働者 A 氏の 56 年間に及ぶ掘進作業がもたらした重症振動障害

（ストックホルム分類 Stage 4）およびじん肺症/珪肺症（管理 2）の病態を、単なる個人の臨床医学的報告に

とどめず、歴史的・社会医学的構造の中に位置づけた。 

1930 年のヨハネスブルク会議に始まる ILO 珪肺国際会議における急性珪肺や胸部 X 線像の臨床的定義にか

かわる議論と、その後の珪肺/じん肺分類の歴史的変遷を詳細に検討した。また、それに強く影響された日本

の石川知福らの研究を再評価した。さらに、戦後の振動障害にかかわる歴史と 1960 年代以降の振動工具の工

学的予防策も振り返った。これらの検証により、珪肺や振動障害における補償制限という政治的・経済的利

害が、臨床的病態定義の変遷に影を落としてきた事実を論じた。 

さらに、A 氏が晩年の認知症の進行に伴い示した「母語回帰」と、戦時下の創氏改名令による本名の剥奪と

戦後の通名使用を拒んだという歴史的文脈との交錯は、構造的暴力が個人の身体と精神の深層に刻み込んだ
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「臨床的傷痕」を顕在化させたと考えた。職業病の医学的評価は、客観的データや画一的な診断基準のみに

依拠するものではなく、その基準の成立過程に介在する医学、経済、政治の利害の相克を批判的に検証し、

不可視化された歴史的文脈や個人のアイデンティティの回復を視野に収める必要がある。すなわち、A 氏の

症例が示すのは、戦時徴用朝鮮人における職業病被害の真の理解には、その実存的トラウマを包摂し基本的

人権の回復と人間の尊厳をめぐるプロセスとして定義される必要があるということである。 
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